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巻頭言

AIの要素技術が出揃ってきた今こそ、
利用技術の強さで勝つ
今井 俊哉

「AI（人工知能）」という言葉に対し、どこか研究開発的な臭い

や実用性の乏しさを感じている方々は多いのではないだろうか。 

第一次、第二次AIブームの記憶が残っている皆さんの中で、AIの

実用化が進む第三次AIブームを見て「ようやく来たか！」と快哉

を叫んでいる方々は、新たな技術への興味や受容性が高い方々

と言えるだろう。しかしながら、この1～2年でGoogle Homeや

Amazon EchoといったAIアシスタントが家庭に普及してくると、

もはや「AI活用」は当たり前となり、経営陣に「わが社でもAIを活

用した新たなビジネスモデルを創り出せ！」と突然言い渡され、当

惑するケースも増えてくるのではないかと想像している。

AIシステムは、いわゆる「核」とも言えるエンジン、分析対象と

してのデータ、そして分析して結果を導き出すアプリケーション

の大きく3つの要素で構成されている。AIというキーワードから、

IBMのWatsonやGoogleのAlphaGoなどを思い浮かべる方々

は多いと思われるが、現時点ではAIエンジンについての記述が多

くみられる。システムの実装事例については、未だ各国の技術イ

ンフラや産業構造によってばらつきがあり、本格的な導入はこれ

からと認識されている。そして、これまでIT先進地としては米国の

シリコンバレーやインドのバンガロールなどが名を馳せていたが、

ことAI技術の開発については中国が急速にその存在感を高めて

いる。

日本国内においてもAIベンチャーが数多く台頭しつつあり、

Preferred Networksのように機械制御領域での強みを生かし

て IoTの実現に寄与している企業もあれば、Bespokeのように

チャットボットを活用した外国人向けのコンシェルジュサービスを

提供している企業もある。Preferred Networksは、日立製作所

とファナックという日本の製造業を代表する大手企業と戦略的な

提携を発表し、世間を驚かせた。スケール感のある水平連携型の

協業モデルを活用し、拡大しつつあるIoT関連の潜在ニーズを実

需に基づいた事業機会に転換していこうという取り組みに感じら

れる。一方、Bespokeの創業者は、リーズナブルなビジネスホテ

ルに宿泊している外国人観光客が「地元で評判のレストラン」と

いったローカル情報の入手に苦労している姿を見て「コンシェル

ジュサービスがあったら便利ではないか」とひらめいたという。同

社は外国人AI技術集団の実装スキルでチャットベースのサービ

スモデルを実現し、急成長しつつある。上記の2社はいずれも30

代～40代の若手経営者によって率いられているが、浮わついた

印象は全くない。

日本経済の成長を牽引してきた伝統的な企業は、規模の大小

を問わず、他にはない強みを何かしら持っているものである。AI

のような新たな技術を戦略的に活用すれば、従来の「業種」や「国

境」といった枠組みを越え、幅広いクライアントに自社の強みや

能力を提供できるようになると考えられる。きめ細やかなサービ

スや心のこもった「おもてなし」、長年の経験と鍛錬によって磨き

上げられてきた「匠の技」をそのままAIシステムに移し替えてい

くことは、現時点では容易ではないだろうが、日本企業が持って

いる「ケイパビリティ」や「素晴らしさ」を広く海外のクライアント

に知らしめ、新たな事業機会を創り上げて行くことは十分可能だ

ろう。AIの要素技術で後れを取ったとしても、アプリケーションや

サービスなどの利用技術でリーダーシップを確立することは可能

ではないか。2017年は「AI元年」とも言われていたが、時代が大

きく移り変わる中で、日本企業の良さを形式知化することを通じ、

今までとは一味違った競争優位の構築に繋げて行きたいと考え

ている。

Strategy& 東京オフィスのパートナー。

約25年にわたり、コンピュータ・メー

カー、ITサービスプロバイダー、電子

部品メーカー、自動車メーカーに対

し、全社戦略、営業マーケティング戦

略、グローバル戦略、IT戦略等の立案、

組織・風土改革、ターンアラウンドの

実行支援等のプロジェクトを多数手が

けてきた。PwC Japanのハイテク・通

信・メディア・プラクティスのリーダーも

務める。PwCコンサルティング合同会

社　副代表執行役。

今井 俊哉（いまい・としや） 
toshiya.imai@pwc.com
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はじめに

昨今、AI（人工知能：Artificial Intelligence）が再びブームの様

相を呈しており、ビジネスメディアにその言葉が登場しない日はな

いという状況である。先進技術マネジメントを専門の一つする筆

者も、本トピックについて企業担当者とディスカッションする機会

が増えている。しかしながら、そういった議論の中で、なにか「地

に足がつかない」感覚を持つことも少なくない。AI（人工知能）は

非常にイマジネーションを刺激する言葉で直感的にイメージしや

すい反面、その解釈は振れ幅が大きい。人によって想起するもの

が大きく異なり、夢と現実（未来と現在）の境界があいまいなま

ま、嚙み合わないビジネス議論が展開されていることも多いと感

じる。

そこで本稿では、Strategy& Foresight AI特集号における導

入として、「そもそもAIとは何か？」という問いに答えるべく、AI

の世界を概観してみようと考える。

AI とは何か？

1． AIの定義

AIを定義することは簡単ではない。実際、その捉え方は、研究

者によってもかなりの開きがある。歴史を振り返ってみても、AIと

いう言葉は時代と共にその範囲と意味合いが変化してきた。最近

の総務省情報通信白書ではAIを「知的な機械、特に、知的なコン

ピュータプログラムを作る科学と技術」というように定義してい

るが、肝心の「知的」の定義がないため、その意味合いが漠然とし

たものになってしまっている。しかしながら、「知性」や「知能」とは

何かということになると、これはもう科学的というより哲学的な問

いであり、簡単に答えられるとも思えない。従って、やはり、「AIと

は知的機械を作り出すための科学と技術の総称」というように緩

やかに捉え、そこに含まれる範囲は時代によって変わり得るとす

るのが現実的だと思われる。

そのように定義をしたうえで、その解釈の振れ幅を吸収するた

めによく使われるのが「強いAI」と「弱いAI」という概念である。す

なわち、人間と同じように（あるいはそれ以上に）あらゆる問題に

対応できる万能なAIを「強いAI」と呼び、特定の問題には対応可

能であるが、それ以外の問題には対応できない限定的なAIを「弱

いAI」と称することがある。強いAIというものはまだ存在しない

ので、現時点で具体的なビジネス議論をする際にはミッションを

特定した「弱いAI」を前提にするのが現実的であることは言うま

でもない。

2． AIの歴史

図表1にAI発展の歴史的概観を示す。現在は50年代および80

年代に続くAIブームといわれており、学術的な進歩はもちろん

のこと、実社会にインパクトを与える革新的なアプリケーション

も色々と登場しつつある。現在の第3次AIブームは3つの力に牽

引されているといわれている。第一に、情報科学の学術的発展が

挙げられる。20世紀半ばから続くAIの学術的研究が着実に成果

を上げ始めており、特にディープラーニング（深層学習）に関する

ブレークスルーは多くの社会的インパクトの起爆剤となってい

る。第二に、情報処理技術の進化の貢献が大きい。半導体、コン

ピュータアーキテクチャ、並列処理技術等の進歩がAIの発展を

強く下支えしている。今やAIの研究はメインフレームにアクセス

できる少数の研究者のものではなくなり、その研究・開発のすそ

野は大きく広がっている。おのずとアカデミアとビジネス世界の

両方で競争が激しくなっており、これがAIの発展を加速させてい

る。第三に、デジタルデータの社会的蓄積が挙げられる。後ほど

機械学習の章で述べるように、AIを高度化するためには多くのデ

ジタルデータが必要になる。近年のクラウドコンピューティング

の普及やIoTの進展により、AIの学習に必要なリアルワールドの

データが各所に蓄積されており、これらがAIの発展に大きく寄与

している。

著者：尾崎 正弘

AI概論
－ 技術／応用動向概観とビジネス活用への提言
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3． AIの実現アプローチ

では、AIは技術的にどのように実現されるのであろうか？ 図表

2に示すように、AIへのアプローチは大きく3つのカテゴリーに分

けられる。「ルールベースアプローチ」、「統計・確率論的アプロー

チ」そして「脳科学的アプローチ」である。

「ルールベースアプローチ」とは人の頭の中にある知識やノウ

ハウをコンピュータにルールとしてプログラミングするというも

のである。これは80年代に研究が進んだ分野で、その結実がい

わゆるエキスパートシステムである。構造的には知識ベースと推

論エンジンからなり、知識ベースには専門家の知識／ノウハウを 

“ I f  ～，Then ～” の集合体として蓄積しておく。推論エンジン

は、問いに対して各種の論理を駆使して知識ベースのルール群

から推論を行う。エキスパートシステムは医療診断やLSI設計な

どの分野に適用され、商業的に実用化された最初のAIの形態で

ある。しかしながら、一方で、人間の持つ専門知識を抽出・整理し

てシステムに入力するには膨大なコストと時間が必要であり、知

識自体にはなかなか定式化できない部分も多いという問題も相

まって、実際のところはその適応範囲は限定的であったといわれ

ている。

人間の頭の中にある知識をコンピュータに移植するのではな

く、AI自身に経験を通じて学ばせるというのが、いわゆる機械学習

（マシンラーニング）である。これには「統計・確率論的アプロー

PwC米国法人のパートナーでニュー

ヨークを拠点とする。製造業（製薬、エ

レクトロニクス、機械、自動車、ソフト

ウェアを含む）における研究開発マネ

ジメントおよびサプライチェーンマネ

ジメントを専門とする。PwCにおける

製品／サービス・イノベーション分野の

グローバルリーダーの一人。

尾崎 正弘（おざき・まさひろ） 
masahiro.m.ozaki@pwc.com

図表1 : AIの歴史

出所 ： Strategy&分析

 

第1次ブーム 第2次ブーム 第3次ブーム
1950年代 1960～70年代 1980年代 2010年代1990～2000年代

56年、米ダートマス会議
にて人工知能という
概念を確立

50年代半ばに、
「パーセプトロン」
（初期のニューラル
ネットワーク）が発案
される

60～70年代には、
ルールベースAIの
研究が進む

67年、パーセプトロン
の限界が指摘される

80～90年代に、統計・確率論的
アプローチの研究が進む

00年代後半に、脳科学的アプローチの
研究が進む
とくに、深層学習（ディープラーニング）
研究が加速する

90年代にエキスパートシステム
の限界が明らかになる

80年代、エキスパート
システムの登場
多方面で開発が進む

ディープラーニングの驚異的
成果が報告され、各方面で
積極的投資、開発が進む

キー
トピック

技術動向

：AIブーム ：冬の時代
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図表2 : AI実現のアプローチ

図表3 : 機械学習のアプローチ

出所 ： Strategy&分析

分類 概要 活用事例 課題

ルールベース
アプローチ

人間がルール（条件と答え）を
整理し、それをコンピュータに
移植する

大量のデータの観測を通じ
データに内在する相関関係を
統計的手法で分析し、
確率として表現する 

脳の神経活動を再現する
数学モデル（ニューラル・
ネットワーク）を使い、
データ処理する

• 医療診断

• LSI設計

• 金融信用査定

• Web翻訳

• スマートフォン音声認識

• 車載カメラ画像認識

• 音声検索、画像検索

• 同時通訳

• 囲碁対局

• AIが真に因果関係を理解していない
 （データを統計・確率論的に処理してい
 るに過ぎない）

• 性能の限界がある
 （統計・確率論的処理のため、原理的に
 精度100%は実現しえない）

• 判断の根拠がブラックボックス化する

• コントロールが難しい（思いもよらない 
 判断をすることもある）

• 膨大なデータが必要となる

• 例外に対応できない

• 新しい事象に対応できない

• 0 or 1 で答えを出せないような
 曖昧な問題に対応できない

統計・確率論的
アプローチ

脳科学的
アプローチ

ル
ー
ル
ベ
ー
ス

ア
プ
ロ
ー
チ

統
計・確
率
論
的

ア
プ
ロ
ー
チ

脳
科
学
的

ア
プ
ロ
ー
チ

深層学習（ディープラーニング）

機械学習（マシンラーニング）

人工知能（AI）

教師あり
学習

教師なし
学習

強化学習

出所 ： Strategy&分析
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チ」と「脳科学的アプローチ」の2つの系譜がある。「統計・確率論

的アプローチ」は、データに内在する法則性を統計的手法で分

析し、確率として表現するというものである。すなわち、ルール

ベースのように人間の思考パターンを移植するのではなく、機

械／ソフトウェア自身が大量のデータを統計分析する中で自ら

判別ルールを見出し、任意のインプットに対するアウトプット（答

え）を推論するというものである。この手法は実際にWeb上の翻

訳サービスや車載カメラの画像認識などに応用され、成果を上

げている。しかしながら、その本質はデータ間の相関関係を統計

的に把握しているだけであり、実際は因果関係を理解している訳

ではない。統計・確率論的という表現からも明らかなように、当然

その精度にも限界がある。

これに対し、「脳科学的アプローチ」とは脳の神経活動を模し

た数学モデルであるニューラルネットワークを使い、データ処理

するという方法である。プリミティブな初期情報（画像で言えば

各ピクセルの輝度情報）を多層化されたニューラルネットワーク

で段階的に処理することにより、抽象度の高い概念情報（猫や犬

などと言う意味情報）を導くことが可能であり、この機械学習は

ディープラーニングと呼ばれている。ディープラーニングは現在

AIにおける最もホットなトピックであり、近年この分野では研究

が加速し、AIが囲碁の世界チャンピオンを負かしたり、専門医師

を凌ぐスピード／精度で医療診断するといった驚異的な成果が

多く報告されている。しかしながら、一方で、上記2つのアプロー

チと違い「どうしてそう判断したのか」という思考のプロセスが

外部から分からないという側面があり（ブラックボックス問題）、

説明責任を求められるビジネス局面には適用しにくいという問

題も抱えている。

4． 機械学習のアプローチ

最近のAIにおけるイノベーションの中心は機械学習（マシン

ラーニング）であるが、そこには「教師あり学習」、「教師なし学

習」、「強化学習」という3つの技術的系譜がある。図表3にその

概要を示す。

「教師あり学習」では、AIは入力と出力の関係を学習する。す

なわち、人間が入力値と出力値を含む訓練用のデータセット（教

師データ）を大量に与え、AIはそれらを処理・分析し、未知の入力

に対する出力予測性能を持つ演算モデルを構築する。例えば、

教師あり学習は郵便番号などの手書き文字読み取りなどに応用

されている。この例では学習フェーズで手書き文字と正解情報

のペアが提供され、AIはそれらを学習し、任意の手書き文字入力

に対して正しいラベル（数値）を出力させるよう、演算モデルを

内部構築する。

「教師なし学習」では、AIはデータの構造を学習する。ここで

は、訓練データとしての正解値を必要とせず、AIは入力データを

処理分析し、その背後にある本質的な構造・法則・傾向を抽出す

る。無秩序な大量データをいくつかのグループに分類するクラス

タリングは、教師なし学習の例であり、データマイニングなどで活

用されている。

「強化学習」では、AIは試行錯誤を通じて「価値を最大化するよ

うな行動」を学習する。これは、教師あり学習が一つ一つの入力

値毎に教師データとして正解値を提供するのとは異なり、過去か

らの一連の行動の結果に応じた報酬が示され、AIはそれを最大

化するための行動（どうすれば報酬が多くもらえるか）を学習す

ることとなる。囲碁の元世界チャンピオンを打ち負かして一世を

風靡したAlphaGoは勝ち／負けを報酬とした強化学習が使われ

ていることが知られている。またロボットの自立制御などへの応

用研究では、例えば2足歩行ロボットに歩行歩数を報酬として強

化学習をさせることにより、「こういう場合はこの関節モータを

これくらい回せ」などというアルゴリズムを人間が細かく指定す

ることなく、自ら歩き方をトライアル・アンド・エラーで学習させて

いる。その他、売上を最大化するためのWeb広告の配信方法、

資産を最大化するためのポートフォリオ管理などさまざまな応

用分野が考えられている。

5． AIと他先進技術領域との関係

本章の最後に、昨今ビジネスメディアを賑わせている先進技

術分野とAIとの関係を図表4に整理しておく。ここで明らかなよ

うに、AIは、Big data、Analytics、IoT、Industry 4.0などと密接
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に関わっており、一部概念が重複する関係にある。

AIで何ができるのか？

前章ではAIの理論的側面に焦点を当てたが、本章では実際の

ビジネスへの適用状況に目を移してみたい。図表4においてAIは

データ分析による①検知・識別および②予測・判断、そしてさらに

は③実行・制御まで幅広く適用されることを示したが、図表5-①

～③では、それぞれの領域における代表的活用事例を示す。各分

野でAIの応用が広がっていることがわかる。

センサ出力などの低レベル1次データの処理・分析を通じて、対

象の事象／状態を把握するのが「検知・識別」である。ここでは、

データ量が大きく複雑性も高い画像処理や音声処理への応用が

盛んである。画像や音といった生データから高レベルの意味情報

を抽出するのには、従来は人が介在することが必要であったが、

その分野へのAIの適用が活発に試みられて成果を上げている。

スピードを含む処理キャパシティの大きさで省人化に寄与する

のはもちろんのこと、顔認識や医療画像判定などの分野では判

別精度などの点でも人間を凌駕するようになっている。

「予測・判断」分野では把握された事象や状況を踏まえて、定量

的／定性的な予測や判断を行う。装置の異常検知や市場の需要

予測などの古典的なアプリケーションに加え、個別ユーザのニー

ズ把握や行動予測などに応用領域は広がっている。

「実行・制御」分野は、実世界から得たデータをサイバー空間で

の処理を通じて理解・判断した後、それを踏まえてアクションを起

こす（実世界に何らかの働きかけをする）部分である。ここでの

AI活用も活発で、クリエイティブな創造や臨機応変な対応といっ

た、従来は人間にしか対応できなかった分野に応用が広がってい

るのがわかる。

AIにどう取り組むべきか？

前章で概観したように、ディープラーニングを活用した新しい

AIのビジネスへの活用が既に始まっている。しかしながら、一方で

は、AI技術をうまくビジネスに取り込みたいという意志を持ちつ

つもなかなか前に進まないと悩んでいる企業も多い。そこで、本

最終章では、「AIを効果的にビジネスに活用するために」という観

点で、筆者の経験をベースにいくつかの提言をさせていただくこ

ととする。

図表4 : AI／Big Data／Analytics／IoTの関係

出所 ： Strategy&分析

データ分析
（検知・識別）

データ分析
（予測・判断） 実行・制御

IoT 

1 2 3

データ分析に基づく意思決定のフロー

データ収集

AI 

Big
data

Analytics 
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図表5 : AIの適用領域

①検知・識別

②予測・判断

③実行・制御

出所 ： Strategy&分析

適用分野 AI導入事例

画像の意味理解・
判別・仕分け・検索

音声の意味理解・
判別・仕分け・検索

ウェブ画像検索 検索ページに画像をアップロードすることで、類似画像や関連する
Webページの検索結果を表示

音声入力 音声を認識してWeb検索したり、装置の操作を実施

曲検索 膨大な量の楽曲の学習に基づき、ヒット曲の予測やアーティスト、レコード
会社やファンのマッチングを提供

画像の仕分け・整理 写真を自動的にカテゴリー分類

医療画像診断 胃生検、大腸生検等の画像から癌と疑われる領域を自動的に抽出

適用分野 AI導入事例

異常検知

定量的予測

定性的予測

クレジットカードの
不正利用検知

カードの利用場所、時刻、金額のデータに基づいて不正の有無を検知

商品の
自動レコメンド

ECサイトにおいて顧客の「興味や購買意欲が高まる動き」を
リアルタイムで予測し、商品をレコメンド

運転手
感情把握

人の表情やハンドル操作、脈拍から運転者の感情、疲労度を把握し、
車内の音楽やエアコンを調整

婚活サイト
自動マッチング

婚活行動などの情報に基づき、漠然とした好みを可視化し、
成婚率の高い相手をマッチング

タクシー売上・
需要予測

人口統計データ、タクシー車両運行データ、気象データ、施設データを
分析して、時間帯別にタクシー乗客の多い場所を予測

与信スコアリング ユーザーのオンライン行動データをマシンラーニングを利用して分析し、
与信判断

適用分野 AI導入事例

表現生成

行動／作業

要約・文章作成 キーワードを指定することにより、インターネット上の情報を参考に、
オリジナルの記事を作成

柔軟な手作業 ボトルの形状を認識して、自動でキャップ締め作業実施

乗用車の自動運転 モード切替により自動運転が可能な電気自動車（EV）が登場

ロゴデザイン ロゴを作りたい組織（モノ）の名前やアイコン、色などを選択することで
条件に合うロゴを作成

チャットボット 社内外の問い合わせに対応
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1． 目的の明確化と適切なテーマ選定

企業担当者とのディスカッションで、「AIを活用すること」が自

己目的化してしまっているケースに時々遭遇する。上級幹部から

「社内でAIの活用事例を作れ」と指示を受けてプロジェクトチー

ムが立ち上がっているケースなどはそういう傾向が強い。しかし

ながら、このようなアプローチではなかなかビジネス成果を上げ

られないことが多い。はじめに「AIで何をしたいのか？」「なぜAI

が必要なのか？」ということを明確にしておくことはやはり大事

である。「やりたいこと／やらねばならぬことがあり、そのために

はAIが必要」という状況であれば、議論も発散せず、効果測定も

やりやすい。

一方、たとえビジネス・ニーズ・ドリブンであったとしても、その

中で選定されたテーマが現在のAI水準にはそぐわない場合は、

取り組みは遠からず行き詰まってしまう。言わずもがなではある

が、AIの得意領域／不得意領域をしっかりと認識して、適切な分

野で取り組むことも重要である。その勘所を図表6にまとめたの

で参考にしていただきたい。

2． AI人材の獲得／育成

AIリテラシーの高い人材は、AIプロジェクト成功においては必

須条件である。しかしながら、AI導入に求められる技術的／科学

的人材要件は、従来の情報システム部門の人材要件とは異なる

部分が多く、労働市場でリソースが逼迫していることもあり、先

進企業が人材争奪戦を行っている状況である。採用／育成には

腰を据えて長期的視野で取り組む必要がある。人材を社内調達

できないケースでは、AI/ITベンダーのサービスを活用する機会

が増えると思われるが、その場合でも自陣サイドにAI技術の基

本を理解してパートナー企業と効果的にコラボレーションできる

（使いこなせる）人材の存在は必須である。また、AIリテラシー

を備えつつ対象とするビジネス領域についての深い理解／洞察

を有する人材の関与も重要な成功要因である。ビジネスを知ら

ないAIオタクに任せても「技術的には面白くてもビジネス的に

価値を創出できない」ことになりがちである。

3． 大量／良質なデータの存在

機械学習アプリケーションの場合、大量かつ良質なデータの存

在が前提条件となる。そういう意味で、既にデータの蓄積がある

領域はAI活用になじみやすい。社内ワークフローシステムデータ

などを活用した不正検知や過去のマーケティング・営業活動およ

び販売データなどを活用した需要／売上予測などはその例であ

る。一方で、データの蓄積がない場合は、その収集から始めなけ

ればならないケースもあるだろう。生産ラインへのセンサ設置や

スマートフォンを利用した営業担当者の活動追跡など、企業によ

るデータ収集熱は実際高まっている。一般にデータ収集コストは

IoTテクノロジーの進化の恩恵を受けて大きく低下しており、将

来のAI活用を視野に入れ、データ収集／蓄積の手を打っておく

図表6 : AIで代替しやすい業務要件

出所 ： Strategy&分析

視点 業務要件

AI導入による
経済効果

業務量が多い／労働単価が高い

スキル／ノウハウのある人材が不足している

データの存在／
入手性

関連データが既に蓄積されている

データ収集のためのコストが低い

現在のAI技術レベル
との親和性

判断に人間的／社会的常識を必要としない

対人コミュニケーション能力を必要としない

感性（芸術的センス）を必要としない

100%の精度を求められない（結果に対する責任が深刻ではない）
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ことには大きな意味があると思われる。

一方で、データを社外に求めるというアプローチもあるだろ

う。AI企業がデータを保有している会社とアライアンスを結ぶ

ケースが増えている。また、SNSサービス企業やデータサービス

の会社を買収するなど、昨今はデータの獲得を目的としたM&A

も増加している。

4． AI導入の特性理解

AI導入はさまざまな点で一般的な情報システム導入とは異な

ることを各ステークホルダが理解しておくことは重要である。

まず、特に機械学習においては「やってみなければ分からな

い」部分があり、トライアル・アンド・エラーが必要になることが多

い。必然的にシステム利用開始まで時間がかかる。事前実験で数

カ月、データ収集・整理に数カ月、実装前のAIスキームの開発・実

験に数カ月というように、システム開発前に年単位の時間がかか

るケースも少なくない。また初期段階では先のタイムラインも

精緻に引くことができないのが普通である。すなわち、ITシステ

ム構築でなじみのある「要件定義→開発」と言う流れではなく、

その前に「研究→実験→方式決定」というフェーズを経る必要が

あることが多い。

また、アウトプットに対して精度100％を期待するのは不可能

なケースが多いのもAIの特徴である。トランザクションにおける

不正検知などもそのアウトプットは「不正が疑われる」くらいの

もので、ビジネスプロセス的には人による検証作業を入れる必

要がある場合が殆どである。需要予測などにしても、従来人間が

行っていたプロセスに対するインプットの一つという位置づけか

ら始めるのが適切である。これらのようなAIシステムならではの

特徴をしっかりと押さえて、プロジェクトの初期に各ステークホル

ダの期待レベルをすり合わせておかないと、後々苦労することと

なるので注意が必要である。

おわりに

筆者はコンサルティング業界に転身する以前、日系エレクトロ

ニクスメーカのエンジニアとして約15年にわたり研究開発に携

わっていた。80年代は航空宇宙・防衛分野で画像による目標識

別・追跡システムの開発に従事、90年代は乗用車の自動運転技

術の開発に取り組んだが、両分野とも当時はAIへの挑戦と位置

づけられていた。時がたって、2010年代後半になり、いよいよ画

像認識や自動運転が実用レベルに近づきつつあるのを見るにつ

け、感無量の思いを禁じ得ない。

現在AIの分野で先頭を走るのは、やはり米国企業である。昨今

は中国企業もこの分野への投資を増やし、存在感を高めている。

それに対して、日本企業は、この2～3年動きが活発化してはいる

が、実績から見て先進企業の後れを取っているというのが正直

な印象である。しかし、そのような中でも、多くの日系有力企業

がAI研究所の設立を発表、本腰を入れ始めたように見える。一方

で、力のあるベンチャー企業も登場してきており、産学の連携も

活発になっている。AIは第４次産業革命のコアテクノロジーであ

ることは間違いない。この分野で日本企業がますますプレゼンス

を発揮できるよう、今後も貢献していければと考えている。
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AI活用に必要な要素と日本の可能性

近年、AIが急速に進化している。過去何度もAIブームが生ま

れていたが、近年ニューラルネットワークの段数を深化させた

ディープラーニング(深層学習)が画像認識に有効に活用できるこ

とが示されてから、音声認識、自動運転等さまざまな領域で適用

が進んでいる。特に画像認識において人間を上回る結果が得ら

れるようになったことは、カンブリア紀における生物の視覚の獲

得に相当するとも例えられ、これを契機にさまざまな分野でAI活

用が進むことが期待されている。

現時点でのAIの活用状況を見ると、画像認識、音声認識等を中

心に、海外の大手企業が先行しているが、今後の各種事業領域へ

の応用に関しては、分野によっては日本が世界をリードする機会

もあると考えられる。

AIの活用に向けては、基礎技術・人材確保等が不可欠だが、そ

の他必要な要素として、①学習させるための大量のデータ、②AI

活用のメリット、③AIの判断を動作に繋げる仕組みが挙げられる。

第1に、AIの学習には大量のデータが必要であり、データが整

備されていないことには学習はままならない。画像分類におい

てディープラーニングが好成績を出せるようになったことも、AI

が正しく分類された画像セットを元に学習した結果であった。ま

た、データが存在しない場合はデータを確保する取り組みも重要

であり、その重要性は音声認識における事例からも窺える。例え

ば、GoogleがかつてGOOG-411と呼ばれる電話番号案内サー

ビスを米国で無料で提供して問い合わせの音声を大量に収集す

ることで音声認識精度を向上させた例は典型例であるし、中国で

は政府が集めた標準中国語スピーキングテストの音声データを

もとに、iFlytek社が音声認識精度を向上させている。このように

大量データの存在はAI活用の前提であり、データがない場合は

どのように収集・確保できるかが今後の応用のカギと考えられる。

第2に、当然のことながら、AIを活用することで品質・スピード・

コスト等の面でメリットがある領域でない限りAIの実用化は進み

がたい。画像認識・音声認識に各社注力しているのは、本分野が

多種領域で自動化への応用が見込め、生産性向上・コスト面での

メリットが大きいと考えられることが背景にあり、自動運転への応

用も、現状の輸送システムにおいて一定のコストを占めるドライ

バー費用の圧縮につながることに大きなメリットがあるためと考

えられる。

第3に、AIは生物で例えれば脳に相当するが、応用を行うため

には、外界を認識し（目・耳・鼻等の機能）、AIの判断の結果を外界

にフィードバックする仕組み（腕・足等）も求められる。例えば、「高

齢者と将棋を指す将棋システム」を実現しようとした場合、将棋ソ

フトを作るだけでは不十分であり、人間が指した結果を捉え、実

際に駒を動かす仕組みが必要となる。実際、人間対ロボットの将

棋大会において、デンソーウェーブが将棋を指すロボットアーム

を提供しているが、このように最終的な動作を実現する仕組みが

AIの応用には求められる。

これらの3点を踏まえ、日本の社会課題を考えるとき、今後AI

の応用で日本が優位性を確保できる分野が浮かび上がってくる

（図表1）。日本には少子高齢化という大きな課題があり、その結

果、医療・社会保障関連費の増大、働き手の減少等の各種社会課

題が発生している。医療・社会保障関連費の増大は大きな課題だ

が、日本の公的保険制度等を通じた医療データ・社会保障データ

の蓄積が「①学習させるための大量のデータ」を生み、費用抑制

のインセンティブが「②AI活用のメリット」を高める。働き手の減

少も自動化の必要性を後押しし、「②AI活用のメリット」を高める。

さらに、これらの課題の解決においては、医療・介護の場で実際

に動くこと、働き手であった人間の業務を代替することが求めら

れるため、「③AIの判断を動作に繋げる仕組み」が必要だが、ファ

ナックや安川電機に代表されるように、ロボティクス分野は日本

が強い領域である。

以下、日本の各種社会課題に対するAIの活用可能性を具体的

に見ていく。

日本の社会課題に
AIをどう生かすか
著者：吉田 泰博



13S t r a t e g y &  F o r e s i g h t  Vo l .1 5   2 018  S p r i n g

社会課題
「医療・社会保障関連費の増大」への対応－介護

少子高齢化が進む日本において、医療・社会保障関連費用の増

大が課題となっている。厚生労働省によれば2015年に約450万

人であった要介護者は、2030年には約670万人に増加すると推

計されている。一方で介護保険の保険料負担者は2025年以降

の減少が見込まれており、効率的な介護体制の整備が求められ

ている。

この分野はAI応用に必要な要素である「データ」「AI活用のメ

リット」の点で日本に優位性がある分野の代表である。日本には

公的介護保険があり、国は要介護度認定のために、「自分で食事

ができるか」「自分で歩けるか」など74項目に及ぶ詳細な身体状

態の検査を行っており、データが2000年の制度開始以来蓄積さ

れている。介護に関してこれほどのデータが整備されているのは

世界的にも珍しく、少子高齢化が進む日本ならではと言える。ま

た、介護費用圧縮のインセンティブも強く、必要な介護を見直す

介護プランの設計の要求も大きい。

Strategy& 東京オフィスのディレク

ター。金融機関、総合商社、自動車、半

導体、消費財、政府、民営化企業等の業

界に対し、事業戦略立案、オペレーショ

ン改革、ITシステムの企画・開発マネジ

メント等のプロジェクトを数多くリード

している。IT領域においては、基本構想

策定・開発方式検討を始めとして幅広い

範囲を支援対象に数多くの大規模プロ

ジェクトを成功に導いている。

吉田 泰博（よしだ・やすひろ） 
yasuhiro.yoshida@pwc.com

図表1 : 日本の社会課題へのAI活用可能性

出所 ： Strategy&分析

日本の社会課題 AI活用に必要な要素 日本発のソリューションの可能性

×

• 介護保険制度等を通じて蓄積された
 ビッグデータに基づく介護システムの開発

• ロボティクスの介護分野への活用

• ロボットへのAI搭載による作業効率改善・
 人との協働強化

• ライン設計の高度化

• 自動化家電の開発（IoTとの連携等）

課題が存在することで
生まれる強み

学習用の大量のデータ

少
子
高
齢
化

AI活用のメリット

医療費・社会保障関連費
の増大

従来からの日本の強み

AIの判断を動作に繋げる
仕組み（ロボティクス）

働き手の減少

家事労働の変化
女性の社会進出による
家事負担の増加等
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実際、政府も2017年12月にとりまとめた経済・財政再生計画

改革工程表の改定版の中で「ＡＩを活用したケアプランの作成支

援」を挙げている。民間においても、本分野の先駆的存在である

株式会社シーディーアイは愛知県豊橋市との共同研究を開始し

ており、同市の8年・10万件のデータを学習して介護プランの作

成を試みている。要介護度認定の際の74項目の調査結果をシス

テムにインプットすれば、AIにより、要介護者の「自立支援」を目標

としたケアプランの原案が策定される仕組みである。

AIを活用した介護保険データの分析・ケアプランの作成だけで

なく、介護ロボットも日本発の技術開発が期待できる分野である。

安川電機はリハビリ用ロボットを開発し、中国で展開している。

アジア各国で高齢化が進展し、韓国・中国等が2020年前後から

高齢社会に突入していく中、従来から日本式介護の輸出が有望と

言われていた。しかし、日本式の高品質な介護システムの課題は

人材確保と言われており、日本的なサービスを現地スタッフに教

育することに難しさがあった。ケアプランの作成等を含む業務の

AI化、リハビリへのロボットの応用などで日本的なサービスをシ

ステム化し、人に依存する領域を減らせれば海外展開の可能性が

高まると考えられる。

社会課題
「働き手減少」への対応－製造業

少子高齢化が進む日本においては、働き手の減少もまた大き

な社会課題となると見込まれている。生産年齢人口（15-64歳）

は2015年から2030年にかけて約12%減少すると見込まれてお

り、この数値は同じく減少が進むと見込まれているドイツ・韓国等

に比べても大きい。減少の影響は、既に小売業・製造業・サービス

業などで見られるが、特に製造業においては、消費者ニーズの多

様化に伴う多品種少量生産への転換なども発生しており、働き手

が減少していく中で、ニーズに応える生産現場を如何に維持して

いくかが喫緊の課題となりつつある。

製造現場はまさに、AI応用に必要な要素である「②AI活用のメ

リット」、「③AIの判断を動作に繋げる仕組み」を日本が備えてい

る領域である。働き手の減少によりこれまで以上の自動化が求め

られており、AI活用のメリットが大きい。また、製造現場では最終

的にモノを組み立てる・動かす等の作業が発生するため、工場ロ

ボット分野で世界トップを走る日本の技術力を活用できる。

本領域でのAI活用の方向性は大きく2つあると考えられる。1. 

ロボットへのAI搭載による作業効率改善・人との協働強化、2. ラ

イン設計自体のAI化である。

まず、AIの活用により、ロボットがこれまで難しかった作業を可

能とし、人との協働も強化できることが考えられる。例えば、ファ

ナックとAI関連ベンチャーPreferred Networks(PFN)は、工場

でカゴの中にばら積みされた部品を一つずつ取り出すことがで

きるばら積みロボットの深層学習による改良に取り組んでいる。

バラ積みロボットで部品を取り出す場合、部品の位置等により失

敗することがあったが、深層学習を利用し、バラ積みロボットが部

品を掴む・掴めないを「成功」「失敗」と定義し、学習させることで、

これまでのロボットを熟練の技術者がチューニングした以上の結

果を出しているとされる。このような取り組みが進んでいくこと

で、これまでロボットの導入が難しかった組み付け作業などの自

動化が期待される。また、ロボットの実用化が進むとはいえ、今後

も人が得意な分野は人が行い、これまで以上に人とロボットが混

在した生産ラインとなることが想定される中、求められるのは人

との協働作業を行うロボットである。機械と異なり人の動作は毎

回一定せず、人によりバラツキもあるため、人とのスムーズな協

働のためには、ロボットが各種センサーで人の動きや部品の状況

を読み取り、人の動きに合わせて柔軟な動作をすることが求めら

れる。多種多様な動きのパターンの中で最適な動作を学習させ

るには深層学習が向くと考えられ、人との協働促進の観点でもAI

活用の余地は大きい。

実際、AI研究者によれば、センサーやモーター出力のデータを

蓄積して多数回の試行のデータと結果の組み合わせを記録でき

る点で、ロボットは深層学習と相性が良いとのことである。また、

今までのロボットは動作に必要な条件（可動範囲、加速度等）を事

前に洗い出す必要があったが、今後は多数回の試行に基づき経

験則的な学習・動物的な学習が可能になる（動物は加速度等を考

えて行動しているわけではない）点に将来性があるとのことで、

ロボットへのAI搭載拡大の可能性については学術分野でも大きく
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注目されている。

もう一つ将来的に考えられるのは、多品種少量生産によりライ

ン組み換え頻度も上がる一方、外国人や高齢者などの技量の異

なる作業者を活用することが求められる中で、ライン設計自体に

AIを活用し、ライン組み換えリードタイムの短縮・ラインの効率向

上を図る方向性である。従来から日本はロボット製造メーカーだ

けでなく、ロボットを使うメーカー側も、きめ細かいライン設計が

得意であった。今後は、そのノウハウとAIを組み合わせ、ライン上

の各工程において当日生産させる品目や当日の作業者の体格・

レベル等に基づいて治具配置やロボット配置等を提案し、最適な

ラインを設計することができれば大きな生産性改善が見込める

と考えられる。もちろん、そのような取り組みを実現するには、前

述の介護保険で被介護者のデータを長年蓄積していたように、

年齢別・体格別の作業特性などのデータ、どのような工程とした

場合に作業時間を短縮できるか等の詳細かつ大量のデータを取

得していく必要がある。日本に限らず先進国では労働人口減少や

高い人件費といった問題が山積しており、日本と同様に製造業に

おける生産ラインの効率化が課題である。ライン設計自体の効

率化が実現できれば、システムとして輸出できる可能性もあるの

ではないか。また、セキュリティやデータ秘匿性の問題はあるが、

人との協働ロボットやライン設計システムを輸出し、世界の作業

者特性等のデータを蓄積できれば、データ量も含めてさらなる差

別化が可能と考えられる。

社会課題
「家事労働の変化」への対応－家電

上述の通り、働き手が減少する中、女性の社会進出が進んでい

る。また、晩婚化の影響で、介護と育児のタイミングが近接する等

の課題が発生している中、家事の負担軽減に寄与する家電開発は

社会的に意義が大きく需要も見込まれる分野である。

家事負担を軽減する家電の開発というテーマも、「②AI活用の

メリット」、「③AIの判断を動作に繋げる仕組み」という点で日本

に適した分野と考えられる。世界初の全自動衣類折り畳みロボット

「ランドロイド」を開発しているセブン・ドリーマーズ・ラボラトリー

ズ株式会社の阪根社長は「ハードウェアと画像認識・AI等のソフ

トウェアを組み合わせることが必要なテーマは、ロボティクス等

に強みを持つ日本の良さが生きる」と語る（インタビュー参照）。

実際、「ランドロイド」は、カメラによる画像認識（目）とAI（脳）、ロ

ボットアーム（腕）の組み合わせで衣類折り畳みを実現しており、

まさにハードウェアとソフトウェアの組み合わせを適用した事例

と言える。

AIによる家事の自動化を実現する家電の開発において重要な

のは、「AIで何ができるか」というテクノロジーアウトの発想でな

く、「家庭内での困りごとは何か」というマーケットインの発想に

基づく製品開発である。本誌Strategy& Foresightの前号「カ

スタマーストラテジーのデジタル化」においても、IoT時代の家

電開発に求められることは「困りごとの解決」と紹介し、IoT洗濯

機（日々の使われ方をモニタリングしてメンテナンスを提案）、家

庭用ビアサーバー（使われ方をモニタリングして補充・交換）を

IoT時代の家電の可能性の一例として紹介した。AIの家電への適

用においても同様に、「家庭内での困りごとは何か」「今まででき

なかったことは何か」に着目し、ニーズを捉え直すことから出発す

ることが重要である。「困りごと」という観点では、家庭内で日々

発生し、手間が大きい家事ほど自動化ニーズは強い。古くから洗

濯、食器洗い、床掃除などが自動化されてきたが、水回りの掃除、

料理など発生頻度が高く、手間も大きいにも関わらず、未だに自

動化が進んでいない領域は多い。また、掃除ロボットが誕生した

といっても、床や窓などの平面以外は掃除できず、家具の上のホ

コリなどは対応できていない。これらの領域は、動作に人間的な

複雑さが必要であったり、人間の意図を理解する必要があったり

する点で、これまで自動化が難しかったが、ロボティクスや画像・

音声認識、AI等の進化を活用して技術革新が達成できれば大き

な販売機会となりうる。

なお、本領域においても、データ収集は課題となる。例えば、家

具の掃除にも対応した掃除ロボットを開発しようと思えば、さまざ

まな家具・屋内レイアウトを学習させるために多くのデータ・試行

が必要だろう。前述のランドロイド開発においても衣服の画像認

識精度向上のため、中古衣類を大量購入してTシャツだけで25万

枚以上の写真を撮影したという。このような地道な取り組み・調整
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は従来日本メーカーが得意としていた分野と重なり、強みが発揮

できるのではないか。

本記事の執筆にあたり、学術分野の研究者、民間のAI活用に挑

む事業者の双方に取材させて頂いたが、今まさに研究と応用の融

合が進む「AI応用萌芽期」が来つつあり、本質的な課題解決が可能

になるタイミングであることを強く感じさせられた。

本記事では有望な分野として3分野を紹介したが、過疎化やイン

フラの老朽化など日本の社会課題は多い。日本は課題先進国と言

われるが、課題が多いとは裏返せばデータが多く、解決の必要性

が高いということである。細かいデータ収集作業、緻密な業務設

計、ロボティクスの活用などに日本企業の利点を活かせれば日本

発のイノベーションが生まれる余地は大きいと考えられる。
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　AIを活用した家電の一例として、世界初

の全自動衣類折り畳みロボット「ランドロ

イド」を開発しているセブン・ドリーマーズ・

ラボラトリーズ株式会社の阪根信一社長

に開発経緯、AIの課題等をうかがった。

－ランドロイドの開発経緯は？

　日本発のイノベーションを起こしたいと

いう思いがまずありました。2000年代前

半に日本発のイノベーションが起きてい

ないと感じており、「人がやっていないこ

と」「人から求められるもの」を探していた

時に、妻が「衣類の折り畳みを自動でやっ

てくれたらうれしい」と言ったことがきっか

けで、2005年からランドロイドの開発を

始めました。また、女性の社会進出や働き

方改革などの社会的背景からも実現を目

指したいとの思いもありました。当時は自

動掃除機ロボットなどが誕生していました

が、衣類の折り畳みは人手で行われてお

り、データを取ってみると、一生で375日を

衣類の折り畳みに費やしていることがわ

かり、自動化の意義が大きい領域でした。

－AIの活用内容は？

　衣類を「広げる」「種類を認識する」「前

後を認識する」「折り畳む」「仕分け・収納

する」各ステップで活用しています。例え

ば、衣類を広げるという動作では、1本目

のロボットアームでつまんで持ち上げて、

その状態をカメラで見て、もう1本のアー

ムでどこをつまんだら衣類を広げられる

かを考えることになりますが、ここにAIを

活用しています。固い物体の認識と異な

り、衣類の場合、つまんだ場所によって形

状が変化するため、高度な画像認識が必

要です。多くのパターンを認識するという

点で、ニューラルネットワーク型の人工知

能が適している分野です。

－開発の中で感じた画像認識、AI、ロ

ボットアーム等の技術的な課題は？

　一例として、教師データとして教えた

データではなく、初めて見たデータの認

識が難しいと感じています。ランドロイド

では2つのモードがあり、「種類ごと仕分

け」「家族仕分け」ができます。「家族仕分

け」モードでは、衣服を「お父さんの衣服」

「お母さんの衣服」などと分類して登録

しますが、その後買われた服を「初めて見

た服」と認識できないと、誤った仕分けと

なってしまいます。

　また、教師データ自体の量が必要な点

も難しさと言えます。Ｔシャツだけでも約

25万枚の画像を利用しました。AIの開発

というと格好よく聞こえますが、中古衣類

を買ってきて写真に撮る作業は力技の世

界です。

　認識難易度の高い他の例としては、靴

下があります。黒と濃紺などの微妙な違

いが多く、人間でさえ左右を間違えてペア

リングしてしまうことがあります。そのよう

なソフトの面だけではなく、ハードの面で

も、片方の靴下を持ったままもう片方を認

識するなど、独特の動きが求められます。

－AIの今後の発展についての見方は？

　一般的に言われる「AIが人を超える」

「AIが人を代替する」というのは、開発し

ている身としては、少なくとも数十年はあ

りえないと感じています。単機能であれば

当然超えていきますし、超えている部分

もありますが、複数の機能の組み合わせ、

ハードウェアの動作が絡む部分では人間

とは大きな差があります。

　我々が作っているランドロイドは、カメ

ラが壊れたら衣類の認識はできません。

しかし、人間は衣類によっては目を閉じた

状態でも指の感触を頼りに種類の認識や

折り畳みができます。これは人間の指が

優れたセンサーを持っており、機械では太

刀打ちできないほど高性能であることを

示していると言えます。このような肉体的

動作をハードウェア＋AIで行うハードルは

非常に高いのです。

－米国での起業経験、日本での開発経

験から見た日米の製造業の違いは？

　米国は、天才的な科学者が事業をリー

ドするイメージで、経営層は強くアイデア

も優れたものが多いのですが、現場は弱

い印象です。また、ソフトウェアについて

も米国が強いと感じています。一方で、日

本は職人的な高精度のモノ作りに強く、

モノ作りを自動化・標準化していく現場の

強みがあります。ソフトウェアというよりは

ハードウェアに強みがあります。

－今後の家電の進化の見込み、日本の

製造業の機会は？

　白物家電の進化がずっと停滞していた

印象があります。これは家電のベースと

なるソフトウェア技術が停滞していたこと

が要因です。ですが、昨今のAI等の技術発

展は間違いなく家電を進化させると感じ

ています。トイレ掃除、お風呂掃除などこ

れまでの技術では自動化できなかった領

域が自動化されうると考えています。その

際、ハードウェアとソフトウェアの融合は間

違いなく必要で、日本のハードウェアの強

みが生きると考えています。

衣類折り畳みロボット「ランドロイド」開発企業
セブン・ドリーマーズ・ラボラトリーズ株式会社  社長インタビュー
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ジェフ・ヒプケ氏は、人工知能（AI）のおかげで、イリノイ州に所

有する4,500エーカーにわたる農場のどこにトウモロコシを植え

れば良いか分かる。Climate Basicと呼ばれるスマートフォンの

アプリが、ヒプケ氏の農場を（実際には米国全土を）1区画10平方

メートルに分割する。同アプリは、各地点の気温や土壌浸食の観

測、予想降水量、土壌の質など農業に必要なデータを利用し、各区

画の収穫をどのように最大化するかを判断する。寒冷前線の通過

が予想される日は、ヒプケ氏はその午後に水まきを避けるべきエ

リアが分かる。米農務省によると、こうした農業でのAI活用が奏功

し、米国の穀物生産高は過去最高を更新した。

シリコンバレーに拠点を置くClimate Basicを開発したクライ

メイトコーポレーション（Climate Corporation）は、より高度な

自律型のAIアプリも提供している。特定の地域を嵐が襲ったり、干

ばつが発生すると、同アプリが収穫高を下方修正する。政府補償

を補完するために保険を購入している農家は、質問に答えたり、書

類を記入することなく、小切手が手に入る。保険会社と農家の両

方が、遥かに少ない労力で、より合理化が図られた低コストの自動

請求手続の恩恵を受ける。

バイオ化学メーカーのモンサント（Monsanto）は2013年、10

億ドル近くを投じてクライメイトコーポレーションを買収し、同社

のモデルを強化した。それ以来モンサントは、農場に埋められた

センサーや農機具から得られるデータを統合し、このAIモデルの

アップグレードを続けている。より多くのデータが蓄積されるた

め、AIの精度と洞察力が増している。その結果、例えば、トウモロ

コシの栽培に適した土地が北上していることや、暴風雨の頻度が

増えていることなど、気候変動とその影響に関する理解を深めて

いる。

このようなケースは、ビジネスに押し寄せるAI活用の新たな波

の代表例である。AIはビジネスモデル、経営、そして人材の活用

に新たなアプローチをもたらしており、そうしたアプローチが、事

業運営を根幹から変えることが見込まれる。そしてそれが、農業

など土地に根ざした産業を転換させることができるのであれば、

あなたの会社に影響が及ぶのもそれほど遠い将来の話ではない

だろう。

逃してはならない機会

多くのビジネスリーダーが、AIの潜在価値をはっきりと認識して

著者：アーナンド・ラオ
監訳：北川 友彦

AIの
戦略的活用に向けて
コンピューターサイエンスがビジネスに実用化されて
重要性も増す中、企業はA Iにどのような役割を担わせるかを
決めなければならない。

AIのテクノロジーが進化し、さまざまな場面において使われはじめているが、企業は闇雲に導入するのではなく、明確な目的を持って

戦略的に活用する必要がある。本稿では、AIの種類を「支援知能」、「拡張知能」、「自律知能」の3つに分類し、ビジネスにおける活用の

在り方を議論する。（北川 友彦）
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PwC米国法人のプリンシパル。PwC

のデータ&アナリティクスコンサル

ティングサービスにおいて、イノベー

ション分野をリードしている。シドニー

大学にて人工知能の分野で博士号を

取得し、オーストラリア人工知能研究

所（Australian Artificial Intelligence 

Institute）にて主任研究員を務めた

経歴を持つ。

※本稿の執筆には、PwC米国法人の

プリンシパルでアシュアランスイノ

ベーションのリーダーを務めるミカエ

ル・バカラ、PwC米国法人のシニア・リ

サーチ・フェローであるアラン・モリソ

ン、および、ライターのミカエル・フィッ

ツジェラルドの協力を得た。

Strategy& 東京オフィスのディレク

ター。機械製造業や部品・素材等の産

業財分野を中心に、事業戦略、営業・

マーケティング戦略、組織・オペレー

ション改革等のテーマについて、多様

なコンサルティング経験を有する

アーナンド・ラオ 
anand.s.rao@pwc.com

北川 友彦（きたがわ・ともひこ） 
tomohiko.t.kitagawa@pwc.com

いるものの、それを活用する準備がまだ整っていない。PwCが世

界中の経営幹部を対象に2017年に実施したDigital IQ調査では、

回答者の54%が、現在AIに多額の投資をしていると答えた。しか

しながら、このテクノロジーを生かすのに必要なスキルが自己の

組織に備わっていると答えたのは20%にとどまった（strategy＋

business、Summer 2017、クリス・カランとトム・プシヤマダンに

よる『Winning with Digital Confidence』参照）。

AIに関する各種レポートは、AIを、あらゆるテクノロジーの応答

性を高めるとして召使いのごとく描くものや、仕事を奪いプライ

バシーを破壊するとして権力者のごとく描くものが多い。しかしな

がら、ビジネスの意思決定者にとっては、AIは何よりも生産性を向

上させる存在である。確かにAIは仕事を奪うと考えられるが、業務

プロセスを根本的に変え、長い目で見れば雇用を創造する可能性

もある。意思決定、連携、創造的芸術、科学研究の性質が全て影響

を受けるだろう。企業の構造もしかりである。場合によっては商品

やサービスを含む技術システムと、オフィスや工場の機器が、まる

で命を吹き込まれたかのようにヒトに、そして他のシステムや機器

に応答するようになるだろう。

スチュアート・ラッセル氏とピーター・ノーヴィグ氏は著書

『エージェントアプローチ 人工知能（Artificial Intell igence: A 

Modern Approach）』（Pearson、1995年）において、AIを「環境

から知覚を形成し、かつその環境に影響を及ぼす行動を起こす知

能エージェントを設計して構築すること」と定義している。AIと汎

用ソフトウェアの決定的な違いは、「行動を起こす」という表現に

ある。AIは、外界全般から発信される信号、つまりプログラマーの

管轄外ゆえに反応が予測できない信号へ、機械が自発的に応答す

ることを可能にする。

AIで最も成長が著しい分野は機械学習である。つまり、外界全

般との関係性を分析することで自らの行動を改善させるソフト

ウェアの能力である（P.22「深層学習への道」のコラム参照）。コ

ンピューターの歴史において1940年代以来常に焦点になってき

たこのテクノロジーはここ数年、その洗練性が劇的に向上した。

例えば、ニュース集約ソフトウェアは長い間基本的なAIに頼っ

て、ヒトの要請に基づく記事のキュレーションを行っていた。その

後、同ソフトウェアは進化して行動を分析するようになり、ヒトが記

事をクリックしたパターンや記事を読むのに費やした時間を追跡

し、それに応じて記事を選び、表示するようになった。次に、もっと

大きな母集団、特にメディアとのかかわり方が同じような人の母

集団を用いて、個々のユーザーの行動を収集するようになった。

そして今は、時間の経過に伴う読者の興味の変化に関する大量の

データを分析し、読者がその話題をクリックしたことがなくても、

ヒトが次にどのような記事を読みたいと考えるかを予測するよう

になった。未来のAIシステムは、矛盾がないかスキャンすることで

「偽のニュース（fake news）」を検知・排除できるようになる他、

ヒトにさまざまな視点を提供できるようになると見込まれる。

日常で活用されているAIには、スマートフォンのデジタルアシ

スタント機能や、重要度別に電子メールを整理するプログラム、

音声認識システム、フェイスブックのピクチャーサーチ（Picture 

Search）などの画像認識アプリ、アマゾンエコーやグーグルホー

ムなどのデジタルアシスタント、そして台頭しつつあるインダストリ

アルインターネットなどが挙げられる。中には、ちょっとしたイライ

ラを解消するためのAIアプリもある。例えば、オンライン・リーガ

技術システムが、まるで命を吹き込まれたかのように
ヒトに、そして他のシステムや機器に応答するようになるだろう。
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ル・ボットのDoNotPayのおかげで、何千件もの駐車違反切符が

撤回された。また、コネクテッドカーや翻訳テクノロジーといった

AIは、人々の生活を一変させるもので、人間の行動の向上を目的

とした活用が増えている。例えば、2016年モデルのGMシボレー・

マリブには10代の運転手を想定して、センサーから得たデータを

運転助言システムに送る機能が搭載されている。

こうしたさまざまな動きがあるものの、AI市場はまだ小さい。

市場調査会社のトラクティカ（Tractica）は、2016年のAI市場の

収益は6億4,400万ドルにとどまったと試算している。ただし同社

は、成長はホッケースティック曲線（しばらく低位で推移して、後半

に急上昇する形状）を描くと予想しており、2022年までに市場は

150億ドルに達し、その後も加速するとみている。2016年後半、

AI関連のベンチャー設立が米国だけでも1,500件あった。また、

2016年の総資金調達額は過去最高の50億ドルに達した。グーグ

ルやフェイスブック、マイクロソフト、セールスフォース・ドットコム

などのハイテク企業がAIソフトウェア会社を買収している他、大

手企業が深層学習の知見に長けた人材の採用を行っている。ま

たモンサントなどは、自己の市場に特化したAI企業を買収してい

る。あなたの会社においてこのテクノロジーを最大限活用するた

めには、AIの導入について以下の3つのアプローチを検討すべき

である：

図表1 : 予測されるAIの活用

出所 ： PwC調査・分析

AIの基本形態
• 支援               あなたのビジネスが既に行っていることを改善するAI

本来であればあなたのビジネスができないことを可能にするAI
あなたのビジネスの目標を達成する行動を選択して、自発的に行動するAI

2015 2020 2025 2030

マネジメント

モビリティ

芸術・コミュニ
ケーション

医療 • メディカル画像
 の分類

• パーソナル化
 された処方

• 医師のいない
 病院

科学・環境

パーソナル
ファイナンス

• 自動翻訳 • 芸術作品の
 自動創造

• 自動保険金
 請求手続

• 家計指導 • 自動投資運用

• ロボットタクシー • 自動運転車 • 自航ドローン

• 精密農業に関する
 アドバイス

• 接客用
 チャットボット

• リーガル
 eディスカバリ

• ビジネス上の
 意思決定のための
 経営コクピット

• 事務処理の自動化
 （例えば人事や経理）

• 自律型採掘ロボット • 自動3Dバイオプリンティング
• 野生動物の人工的な生息環境
• 科学的発見

• 爆弾処理ロボット

• ロボットミュージシャン
• 映画の脚本作成

• 自律               
• 拡張               

未来のAIシステムは、「偽のニュース」を検知・排除できるようになる他、
ヒトにさまざまな視点を提供できるようになると見込まれる。
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• 支援知能（Assisted intelligence）は、今や広く利用可能な知

能で、ヒトや組織が既に行っていることを改善する。

• 拡張知能（Augmented intelligence）は、最近台頭している知

能で、本来であれば組織やヒトができないことを可能にする。

• 自律知能（Autonomous intelligence）は、将来に向けて開発

中の知能で、自発的に行動する機械を創造し、配置する。

多くの企業が今後数年の間に上記3種類の知能全てに投資を

行い、多種多様な活用を行うと考えられる（図表1参照）。これらの

知能は互いに補完し合うが、必要な投資の種類、人材の配置、ビジ

ネスモデルはそれぞれ異なる。

支援知能（Assisted Intelligence）

支援知能は、既存の活動価値を増幅させる。例えば、グーグル

のGmailは、受信したメールを「プライマリー」「ソーシャル」「プロ

モーション」のデフォルトタブに分類する。数百万人にのぼるユー

ザーの電子メールから得たデータを用いて訓練されたアルゴリズ

ムが、電子メールの使用方法や電子メールが提供する価値を変え

ずに、ヒトの作業効率を向上させる。

支援知能は基本的に、明確に定義された一定のルールに基づ

く反復作業を処理する。例えば、自動組立ラインや人間のオンラ

イン行動をシミュレートするロボットによる業務自動化、請求や財

務、規制コンプライアンスなどのバックオフィス機能が該当する。

この形態のAIは、銀行のATMによる小切手の読み取り・確認など、

データの検証や照合に使用できる。一部の企業向けソフトウェア

処理においては、支援知能は既に一般的になっている。「商談か

ら受注（opportunity to order：基本的な販売）」や「受注から回

収（order to cash：顧客の注文受注と処理）」においては、ソフト

ウェアが以前はヒトからしか得られなかった指示を出してくれる。

Oscar W. Larson Companyは、支援知能を用いて現場業務

の運用を改善させた。同社は70年以上の歴史を有する同族経営

の総合請負会社で、とりわけ、石油・ガス業界に顧客を持ち、ガソリ

ンスタンドのPOS（販売時点管理）システムやガソリン給油機の

整備・修理を手掛ける。同社は、修理の再訪問という費用の面でも

痛くもどかしい問題を抱えていた。これは、修理技師が、その特定

の問題に必要な工具や部品、または知識を持っていないために、

スケジュールを改めて設定しなければならない依頼を指す。修理

依頼に関するデータを分析した上でAIソフトウェアは、修理の再

訪問を20%減らす方法を示した。同ソフトウェアが学習し、もっと

多くのパターンを認識できるようになるにつれ、この減少率は改

善していくと考えられる。

支援知能アプリには、企業が少ないリスクで何らかの決定をテ

ストするために、複雑に絡み合った現実をシミュレートするコン

ピューターモデルが組み込まれている場合が多い。例えば、ある

自動車メーカーは、人々の旅行形態が自動車の需給にどのように

影響するか、さまざまな都市の地形、マーケティング手法、車両の

価格帯ごとのパターンに関するデータを組み込んだ、消費者行動

のシミュレーションを開発した。このモデルが、同メーカーが検討

すべき20万以上のプランをはじき出した上で、テスト対象の成功

の可能性をシミュレートし、車の設計を支援する。同メーカーが新

型車両を発売し、シミュレーターが各発売の結果に関するデータ

を蓄積するにつれ、同モデルの予測能力はさらに精度が増すと考

えられる。

AIを用いたこの種のパッケージは、企業向けソフトウェアとして

手に入れられるケースが増えている。支援知能を有効に活用でき

れば、労働生産性や従業員一人当たりの収益・利益率、業務遂行平

均時間など、経営指標の改善を実現できる可能性がある。必要な

コストの大半は人材採用に関するものであり、この人材には、デー

タを整理して解釈する技能が備わってなければならない。支援知

能をどの領域で活用するかを検討するには、「顧客ニーズに自動

対応することで、容易に需要を増やすことができる商品やサービ

スは何か」「意思決定を含む現在のプロセスおよび慣習のうち、知

能を関与させることで改善するものはどれか」という2つの問いを

考える必要がある。
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拡張知能（Augmented intelligence）

拡張知能は、人間の活動に新しいケイパビリティを与え、企業が

それまでできなかったことを可能にする役割を果たす。支援知能

と異なり、作業の性質を根底から変えるため、ビジネスモデルも

それに応じて変化する。

例えばネットフリックス（Netflix）は、機械学習アルゴリズムを用

いて、メディアが今までしてこなかったことを実現している。それ

はすなわち、利用者が自分ではおそらく見つけなかっただろう選

択肢を、その利用者の行動パターンだけではなく、視聴者全般の

行動パターンを基に提案するということである。ネットフリックス

の利用者は、特定の有料動画の視聴を開始してから数分後でも、

ケーブルテレビのペイパービューの利用者と異なり、ペナルティ

を科されることなく他の動画へ簡単に切り換えることができる。

従って、消費者は自分の時間を管理しやすい。消費者はネットフ

リックスを利用して、その時々に視聴したい動画を選択する。そう

した選択がなされるたびにシステムがそのデータを記録し、おす

すめリストを修正する。こうすることでネットフリックスは、次の動

画更新をもっと利用者の好みに合わせて行うことができる。その

結果、一作品当たりのコスト削減と利益向上を実現できる上、視

聴者はサービスにますます夢中になる。よって、パーソナライズ化

（およびAI）への投資を増やせるようになる。この好循環の蚊帳

の外に置かれているのが、従来型の広告とテレビのネットワーク

である。HBOやアマゾンなどほかの動画配信サービスやスポティ

ファイ（Spotify）などの音楽配信サービスが同様のモデルに移行

したのも不思議ではない。

　現在は、AIには実用的価値があるとい

う点で専門家の大半の意見が一致する、

AIの歴史の中で初めての瞬間かもしれな

い。マーヴィン・ミンスキーやジョン・マッ

カーシーなどの伝説的なコンピューター

科学者が中心になって進められた1950

年代の概念の誕生以来、未来におけるAI

の実現可能性は激しい議論の的になっ

てきた。つい最近の2000年まで、最も優

秀なAIシステムでも大半の複雑度はミミ

ズの脳と同程度だった。その後、高帯域

幅ネットワーキングやクラウドコンピュー

ティング、高性能なグラフィック処理が可

能なマイクロプロセッサが台頭する中、

研究者らは多層神経ネットワークの作成

を始めた。同神経ネットワークは、人間の

脳と比較するとまだ極めて遅くかつ制限

があるが、実用化することができる。

　ジェパディ（アメリカ合衆国で放送さ

れているクイズ番組）やチェス、碁、ポー

カー、そしてサッカーにおいてソフトウェ

アシステムが、その道のエキスパートの

人間を破ったという有名なAIの勝利は、

日々のビジネスへの応用とは異なる。

これらのゲームには、事前に定められた

ルールがあり、結果もはっきりしている。

全ての試合が、勝ち負けがつくか、引き分

けで終わる。これらのゲームはまた、閉じ

たループである。つまり、影響を受けるの

はプレイヤーだけで、部外者は影響を受

けない。深刻なリスクを負わずに失敗を

繰り返すことで、ソフトウェアを訓練でき

る。他方、自動運転車の衝突や工場の機

能停止、誤訳については、同じことは言え

ない。

　AIプログラムが日々の生活に伴う複雑

性に対処するために必要な推察力を発達

させる方法について、現在のところ大き

く分けて2つの考え方がある。いずれも、

プログラムは経験から学習する。つまり、

プログラムが得る回答および反応が、そ

の後のプログラムの行動に影響する。一

つ目のアプローチでは、これを実現する

ために条件付命令（別名、発見的問題解

決法）を用いる。例えば、AIのロボットが

会話における感情を解釈するのに、最近

観察された感情を確認することから始め

るよう指図するプログラムにしたがう。

　二つ目のアプローチは、いわゆる機械

学習である。具体的な例を用いて、機械

を取り巻く外界について推測することを

機械に教えるのである。機械はそして、そ

のようにして体得した推測力を用いて、

具体的な指図を受けることなくその理

解を蓄積する。グーグル検索エンジンの

「入力補助」機能が、機械学習の代表例

である。「artif icial（人工、人為）」と入力

すると、次の単語の候補、おそらく「知能

（ intelligence）」「淘汰（selection）」「受

精（insemination）」などの候補がいくつ

か表示される。誰もこうした補完用語を

探すようプログラムしていないのにであ

る。グーグルは、「artificial」の後に最も多

く入力される3つの単語を探すという戦

略を選択した。膨大な量のデータを利用

できるため、機械学習により、行動パター

ンをとてつもない精度で推測できるよう

になる。

　深層学習と呼ばれる機械学習の重要

度が増している。深層学習システムとは、

外界の表象を学習し、多くの層が重なる

入れ子構造のように、階層的に表象を保

存する多層神経ネットワークをいう。例え

ば、何千枚もの画像を処理する時、深層

学習システムは、対象を単純な基礎的要

深層学習への道
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時間の経過とともにアルゴリズムの技術力が向上するにつれ、

人間とAIとの共生関係がエンターテインメント業界の慣習をさら

に変えると考えられる。視聴単位が1話ごとではなく、おそらく場

面ごとになるだろう。アルゴリズムが各場面を視聴者の感情に関

連付けるようになると考えられる。メリル・ストリープが扮する役が

恋に落ちる場面だけを観たいと要求する利用者もいれば、さまざ

まなアクション映画から特定種類の剣術の場面を観たいという利

用者もいるだろう。こうした選択からデータを蓄積すれば、人々の

感情を刺激し、好奇心を満たし、そして囲い込みを実現するエンタ

テイメント業界の能力はさらに向上すると考えられる。

判例・法令の検索も拡張知能の新しい活用の一つである。大

半の判例をオンラインで検索できるものの、関連性のある先例

を特定するには、やはり多くの時間をかけて過去の判決をふるい

にかける必要がある。判例・法令検索に特化した新興企業である

Luminanceは、非常に短い時間で何千もの判例を確認し、目の前

にある訴訟との関連性を推論できる。このようなシステムは、人間

による判例・法令検索に取って代わるという段階にはまだ達してな

いが、米国で最も不満がある仕事に挙げられているアソシエイト

弁護士が行う機械的作業を劇的に減らしている。会計監査や規制

の解釈、疫学データにおけるパターンの特定、先に述べた農業な

ど、他の種類のデータ選別に拡張機能を同様に活用するケースも

見られるようになっている。

こうした活用を考案するには、自身の発想を整理し、AIがなけ

れば全く不可能である商品やサービス、プロセスを特定する必要

がある。例えば、商品の特性や保証コスト、リピート購入率、さらに

もっと一般的な購入指標を大量に調べ、注目すべき相関関係の

出所 ： PwC分析

素の層として認識する。つまり、最初の段

階では直線と曲線を認識し、次に目を、口

を、そして鼻を認識してから顔を、さらに

具体的な顔の特徴を認識する。画像認識

の他にも、深層学習は音声理解や人間と

機械の会話、翻訳、カーナビゲーションな

ど複雑な課題をこなす手段として有力視

されている（図表A参照）。

深層学習の神経ネットワークは人間の

脳に最も近い機械であるが、全ての問題

に適しているわけではない。標準的な IT

アーキテクチャを遥かに超えるとてつも

ない演算能力を備えた複数のプロセッサ

を必要とする他、膨大な量のデータを処

理することでのみ学習する。さらに、意思

決定プロセスは透明性が確保されてい

ない。

図表A : 深層学習の有力な活用

業界 目的 深層学習の活用

銀行

保険

医療

自動車

政府

全ての支店のビデオ映像における疑わしい
ATMの操作を検知する

契約者から提出された事故画像から自動車
保険の支払保険金を直接算出する

CTスキャンやMRIスキャン、レントゲン写真
など診断画像において異常の疑いを自動的
に特定する

スタイリッシュ性、加速度、収容など訴求力の
あるマーケティング要素を特定する

サイバー攻撃を検知し防止する

ビデオ映像を、他の警察のデータバンクから得られる画像と一緒に処理する。
疑わしい行動に関係する画像を抽出する

基本的な保険金支払査定のための経験則を確立する。保険金支払システムに、事
故画像の分析と、経験則を基に、損傷の深刻度と損傷を受けた部品のコスト別に
事故を分類することを学習させる

大量の画像を分析し、分類するよう訓練した深層学習システムを活用する。大規模
パターン認識のためにシステムへ画像を提供する共同臨床検査部会に参加する

自動車販売データが組み込まれ、各モデルに特性を割り当てるデータベースを
構築する

複数の政府機関のインターネットポータルやゲートウェイ上で作動する自律シス
テムを構築する。キーボード入力を監視し、過去の指図に関連付けられた入力
パターンを認識し、侵入の疑いがある者を隔離し、人間の調査官に警告する
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みを抽出できるというAIシステムもある。これを活用することで、

「大量の修理は特定の地域や素材、商品ラインと関連があるか」

「この情報を用いて、商品の設計を見直す、リコールを回避する、

または何らかの形でイノベーションを促せるか」といったことを検

討できる。

拡張知能の導入が成功するかどうかは、それによりあなたの会

社が新しいことをできるようになるか否かにかかっている。このケ

イパビリティを測るには、利益率やイノベーションサイクル、顧客

体験、収益の増加を指標として確認すべきである。また、破壊力に

も注意を払う必要がある。つまり、「新しいイノベーションは、例え

ば配車サービスが従来型のタクシー会社に与えているような影響

を、ビジネスエコシステムに与えるか」という点を注意しなければ

ならない。

拡張知能については既成アプリケーションがあまりない。拡張

知能は、高度な機械学習と自然な言語処理に加え、あなたの会

社や業界に合った特殊なインターフェイスを必要とする。ただし、

オープンソースコードで修正できる場合が多いクラウドベースの

企業向けプラットフォームに、独自の拡張知能アプリケーションを

構築できる。最も重要な意思決定プロセスが体系化されていな

いことを鑑みると、拡張知能の活用に必要な過去のデータは膨大

な量にのぼり、さらには業界内および関連分野（人口動態など）の

データも必要になる。こうすることでシステムが、競争や経済情勢

などの外部要因を、あなたの会社の決定による影響と区別するこ

とができる。

拡張知能による変化は、上層部の意思決定者が特に実感するだ

ろう。これは新しいモデルが、過去の経験や直観とは異なる新た

な代替案を示してくれることが多いためである。意思決定者はこ

うした代替案を柔軟に受け入れる心構えでいるべきだが、同時に

疑う態度も必要である。AIシステムは絶対確実なものというわけ

ではない。人間による手引きと同じように一貫性があり、その決定

を裏付ける根拠があり、先入観に対抗するものでなければならな

い。そうした条件を満たしていなければ価値がない。

自律知能（Autonomous Intelligence）

人間の直接的な関与や監督を伴わずに決定を行う自律知能シ

ステムで、今日広く使用されているものは極めて少ない。株式市

場での自動取引（ナスダックでの取引の約75%が自動で行われ

たものである）や顔認識が先行例として挙げられる。場合によっ

ては、ヒトよりもアルゴリズムの方が他人の特定に優れている。爆

弾処理や深海データの収集、宇宙ステーションの維持など、ヒト

が行うと本質的に安全ではない作業を行うロボットも先行例に数

えられる。

最も大きな期待が寄せられている形態の自律知能である自動

運転車や本格的な翻訳プログラムは、まだ一般的に使用する段階

に達していない。現時点で最も完成度の高い自律型サービスは、

テンセント（Tencent）のメッセージングとソーシャルメディアプ

ラットフォームのWeChatである。同サービスの日々のアクティブ

ユーザーは8億人近くにのぼり、その大半が中国のユーザーであ

る。主にスマートフォンで使用することを想定して設計された同プ

ログラムは、比較的高度な音声認識、中国語から英語への翻訳、

顔認識（その電話の持ち主と似ている有名人を表示する機能を含

む）、推測ゲームができる仮想ロボットフレンドといった機能を提供

している。自律知能の賢さや自然な言語処理の先駆的利用にかか

わらず、活用は特定分野に限られており、技術的な制約も未だ強

い。例えば、非常に人気のあるアプリは、簡単なメニューやルール

に沿って作動するプログラムで、限られたオプションの中でかなり

基本的な会話をするに過ぎない。

このテクノロジーをさらに進化させるには一定の時間がかかる

が、高度なデジタルテクノロジーを土台とする戦略を実行する構

えがある企業は、すぐにでも自律知能の導入について真剣に考え

るべきである。IoT（モノのインターネット）は、人間が合理的に処

理できる以上の膨大な量の情報を生み出すようになると考えられ

る。例えば、民間航空機には、技術者が全て処理できないほどの、

大量の飛行データが収集されている。そうしたことからボーイング

（Boeing）は、航空機の整備が必要な時期などを予測できるAIシ

ステムを開発するために、カーネギーメロン大学と750万ドルに
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のぼる提携を結んだと発表した。自律知能の最も大きな難題は、

テクノロジーとは全く関係ないものかもしれない。つまり、これら

のシステムはヒトの最善の利益のために行動すると人々が信頼で

きるように、意思決定の透明性を企業が確立できるか否かがカギ

を握っていると考えられる。

最初にすべきこと

人工知能の導入を検討する際、3つのアプローチをどのように組

み合わせれば最大限の効果を発揮するかをまとめる必要がある。

• あなたの最大の関心は既存のプロセスの改善か、またはコスト

削減や生産性の向上か？これが当てはまる時は、支援知能から

始めるべきだろう。おそらく、対象を限定してクラウドサービス

業者のサービスを利用することになるだろう。

• AIによって応答性を高めた自律型の商品やサービス、体験と

いった、新しいものを中心に据えてビジネスを構築することを

模索しているか？その場合は、拡張知能アプローチを利用すべ

きである。おそらく、クラウド上で複雑度が高いAIアプリケー

ションを使用することになるだろう。

• 新しいテクノロジーをゼロから開発するのか？最初のうちは他

人のAIプラットフォームを利用した方が効果的である企業が大

半だが、独自のプラットフォームを構築する正当な理由がある

時は、市場の先陣を切って取り組むべきかもしれない。

これら3つの知能形態は、直線上に連続して位置しているので、

形態間の転換は明確ではない。自社のAI戦略を策定するに当たっ

ては、多くの企業が、最終的には自律型に移行することを目指しな

がら、支援知能と拡張知能の間から始めている（図表2参照）。

現在、AIへの投資は高額であると考えられるかもしれないが、

ソフトウェアの商品化が進むにつれ、コストは今後10年で低下す

る見通しである。PwC米国法人にてエマージング・テクノロジー・

サービス担当のマネージングディレクターを務めるダニエル・エ

カートは、「テクノロジーの成熟に伴い、価格はユーティリティモデ

図表2 : AIの導入ステップ

出所 ： PwC分析

1. 経営戦略に沿ったAI戦略を策定する

• AIを既存のデジタル・分析プランに組み込む

• 根底から変えるビジネスと強化を目指すビジネスを決める

• 生産性の改善に基づく新たなビジネスモデルを検討する

• 自律知能への長期的な投資の計画を立てる

2. 全社的なAIケイパビリティを構築する

• 商品・サービスの設計を見直し、機械学習を組み込む

• AIを用いて、最も重要な際立ったケイパビリティを高める

• 自動化を用いて現在の意思決定を改善する

• 既存の業務を自動化する、または新しい業務を構築する

• AIを理解する技術者、その他のプロ人材を確保する

3. AIケイパビリティのポートフォリオを組織に浸透させる

• AIを業務全体に定着させる

• クラウドプラットフォームや専用ハードウェアを活用する

• AIのサポートから得られるアイデアを受け入れる意思決定文化
を醸成する

4. 適切なガバナンスを確立する

• データの保護、決定権、透明性に関して明確な方針を策定する

• ガバナンスの仕組みを構築し、エラーや問題の可能性（例えばプログ
ラムトレーディングにおける過剰取引）を監視する

• AI関連の決定を説明するためのコミュニケーションを策定する

• 雇用への影響を検討し、AIが補完・代替する人材の活用へ投資する
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ル（製品の効用を使った分だけ課金されるモデル）に基づいて決

まるようになり、落ち着くと見込まれる。私たちは複数の価格決定

モデルが導入されると予想している。つまり、単純なサービスにつ

いては無料（またはフリーミアムモデル）とし、他社との差別化を

実現できる突出したサービスについては有料モデルが採用される

ようになるだろう」と記している。

AIは多くの場合、人間が担っている労働をより低いコストでこ

なすという前提で販売される。そして、雇用に対する影響は、確実

にわかる者は誰もいないが、破壊的になり得る。オックスフォード

大学工学部のカール・ベネディクト・フレイ氏とマイケル・オズボー

ン氏の計算では、AIにより米国における雇用の47％が危険に晒さ

れる。2016年のフォレスターリサーチ（Forrester）の研究報告で

は、少なくとも2025年までに6％が危険に晒されると試算されて

いる。対照的にバイドゥ（百度）リサーチのリーダーを務め、深層学

習のパイオニアでもあるアンドリュー・エン氏は「AIは新しい電気

である」と語っている。つまり、AIはあらゆるものに採用されるよう

になり、AIが登場するまでは想像もできなかったような新しい仕

事を創造すると指摘している。

AIが脅威になって想像を越える数の仕事が失われる可能性が

ある一方で、現状に満足していない意欲的な事業主も注目すべき

存在である。深層学習のテクノロジーや分析に長けた有能な人材

の不足はおそらく、大企業にとって最も大きな障害になるだろう。

よって、ジェフ・ヒプケ氏のような農家を含む独立事業主に最も大

きな機会が訪れるかもしれない。AIが公平な競争環境を作り出し

たため、これらの事業主は大規模企業と競争するのに規模を必要

としなくなったのである。

どのようなタイプの企業がこの分野で最も成功するか予測する

には時期尚早であり、私たちの代わりにそれを予測するAIモデル

もまだ開発されていない。結局のところ、最初に市場へ参入した

企業が最も多くの果実を得られるかさえ不確定だ。クライメイト

コーポレーションやOscar W. Larson、ネットフリックス、その他

多くの企業のように、今までになかった優れたビジネスを全く新た

な形で創出する手段としてAIの存在を真摯に受け止める企業が、

規模の大小問わず、他を圧倒する存在になるだろう。

“A Strategist’s Guide to Artif icial Intelligence” by Anand Rao, 
strategy+business, Issue 87, Summer 2017
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2016年秋、あるポップソングが日本でリリースされた。ビート

ルズの楽曲を基にしたこの「Daddy's Car」は、心地よいビート

と、「Good day sunshine in the backseat car / I wish that 

road could never stop（陽ざしが差し込む後部座席、この道が

ずっと続けばいいのに）」と、どこか希望を与えてくれるような歌

詞の組み合わせだ。この曲は作曲者に際立った特徴がある。パリ

を拠点とするソニーのコンピューターサイエンス研究所が制作し

たこの曲は、Flow Machinesと呼ばれる人工知能（AI）システム

が作曲したものなのである。旋律とハーモニーの構成はAIが行

い、編曲と作詞は人間のミュージシャンが担当した。

会話認識や意思決定、学習など人間の知能を必要とする作業を

行う新たなテクノロジーであるAIは、各国・地域のさまざまな業界

のビジネス活動に急速に浸透しつつある。エンターテインメント&

メディア（E&M）業界の中には、その可能性を軽視している企業が

少なくない。結局のところ、E&Mはクリエイティブ産業であり、ビ

ジネスの発想とその付加価値は、人間の創意と人々がアイデアを

出し合うことから生まれる。大きな成功を収めているE&Mの商品

やサービスは、クリエイティブなコンテンツとブランド、そして体験

を視聴者と結び付けている。

一般的に持ち前の創造力が高いほど、テクノロジーのさまざま

な進化の恩恵を受けにくい。また、機械に真の創造力が備わるか

という点については、懐疑的な見方も当然だと考えられる。PwC

のコンシューマーインテリジェンスシリーズ（CIS）の調査では、

24%の回答者が、2025年までにAIがビルボードHot100に入る

歌を作ることができるだろうと答えたが、ニューヨークタイムズの

ベストセラーに入る作品を書けると答えた回答者は12%、ピュー

リッツァー賞を受賞できると答えた回答者は7%にそれぞれとど

まった。

それにもかかわらず、AIは金融サービスや医療、製造業など大

半の産業に影響を及ぼしているように、クリエイティブ産業におい

ても既に大いに存在感を発揮している。ただ、これは驚くには当た

らない。デジタル化であろうとソーシャルネットワーキングであろ

うと形態を問わず、E&M業界にはイノベーションの促進に必要な

創造力やコンテンツ、テクノロジーのノウハウ、そして消費者の

著者：デボラ・ボースン、デビッド・ランスフィールド
監訳：朝来野 晃茂

AIが
エンターテインメントを
変える
創造的知能が備わったテクノロジーは
企業によるコンテンツの制作と配信をどのように変えているか

AIは、金融サービスや医療、製造業など、さまざまな業界のビジネス活動に急速に浸透しつつある。クリエイティブ産業においても、例外

ではない。自動化と機械学習によって、人間は単純な反復作業から解放される。しかし同時に、価値を生み出さなければならないという

新たな圧力にさらされる。本稿では、AIとヒトを組織内で巧く調和させることで、従来の企業文化、組織、人材、そしてその働き方を大きく

変革し得ることを説いている。（朝来野 晃茂）
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情熱が長年にわたり蓄積されてきた。E&Mにおける事業モデル

を取り巻く法律・金融・規制上の障壁が低くなれば、新しいテクノロ

ジーを試す格好の実験場となる。

AIにより、生産と顧客体験の両要素において、創造力が担う役

割が転換しつつある。実質、全ての市場の両極において、目に見え

る影響が生じている。新興企業では、イノベーションと今までの常

識を覆すメディアモデルが試されている一方、業界大手と呼ばれ

る企業は20世紀のプロセスやテクノロジー、事業構造を見直すこ

とが急務となっている。

人間と機械の協働

AIが力を増す一方で、E&M業界にはある認識が根強く残ってい

る。それは創造性・創意、魅力のあるコンテンツ、独創性などの要

素と、標準化、規模、最適化、反復の間には相反関係が存在すると

いう認識である。左脳と右脳、直感と実行。創造性は構想、映画、

広告キャンペーン、歌、アプリを作り出す。標準化は、これらを売れ

る商品や、拡張可能なビジネスに変換するのに必要になる。この

観点から考えると、創造的な仕事は人間が担当する領域であり、

AIが何らかの役割を果たせるとすれば、その領域は限られたもの

になると考えられる。機械に全てを任せれば、テクノロジーは退屈

な物を作り出し、最悪の場合は道を踏み外すだろうというのがそ

の考え方である。

しかし、こうした一面的な見方はあまりにも極端だ。CMソング

の作り手は全員がモーツァルトで、コンピューターは全て『2001

年宇宙の旅（2001: A Space Odyssey）』のHALであるかのよう

な考え方である。私たちは、消費者と企業の幹部を対象に大規模

な調査を実施してきた。また、E&Mやテクノロジー、メディア、電気

通信業界全般のリーダーとの対話を行ってきた。そして現実は人

間と機械、どちらかを是とするのではなく、その中間にあるという

結論に達した。働き手、コンテンツクリエーター、消費者として、ヒ

トと機械のあり方を再考することを通じ、企業は変化を遂げる。そ

れを後押しする可能性がAIにはある。さらにAIには企業の中核業

務に入り込み、創造性と独創性をより大きな規模で発揮させる可

能性もある。創造的知能に関して言えば、人間と機械の間にある

といわれている相反関係はむしろ相乗作用をもたらすかもしれな

い。テクノロジー業界のリーダーらが言うように、AIは電気の誕生

と比肩し得る産業の進歩である。AIはそれほど画期的な存在なの

である（コラム「人間vs機械」参照）。

リーダーにおいては、新しいテクノロジーに向き合うことは避

けられないものになる。AIの原動力になっている2つの重要な構

造的変化がその原因である。一つ目は、新しい商品やサービス、プ

ラットフォームの供給である。実は一般的な人のメディア消費は、

既にコンピューターベースの栄養士によって設計されている。数

百万人にのぼるスポティファイ（Spotify）の利用者は日々、AIが生

成する再生リストを参考にしている。コンピューターに自動執筆さ

PwC米国法人の元プリンシパル。グ

ローバル・エンターテインメント&メディ

ア分野の責任者。ニューヨークを拠点

に、クライアントのコンテンツや、マー

ケットプレイスの変革を支援していた。

Strategy& ロンドンオフィスのパート

ナー。メディア＆エンターテインメント

企業に対するコンサルティングに加え、

リーダーシップやデジタルイノベーショ

ン、メガトレンドについての執筆や論評

を行っている。

デビッド・ランスフィールド 
david.lancefield@pwc.com

デボラ・ボースン ※本稿の執筆には、PwC米国法人のプ

リンシパルであるアーナンド・ラオと、

PwC米国法人のディレクター、サリー・

ポッツの協力を得た。 Strategy& 東京オフィスのディレクター。

消費財、流通・サービス業、コンテンツ・メ

ディア等、多岐にわたる業種のクライア

ントに対し、成長戦略、新規事業開発、新

興国市場参入、M&A、事業構造改革、事

業再生などの豊富なプロジェクト経験を

有す。

朝来野 晃茂（あさくの・てるしげ） 
terushige.asakuno@pwc.com

　過去を振り返ると、強力なテクノロ

ジーの出現は不安と希望を同時に呼び

起こしてきた。しかし、AIが特に切実な

脅威と感じられるのは、それが明らかに

仕事を奪う可能性があるからだろう。

PwCによる直近の英国経済展望（UK 

Economic Outlook）によると、2030

年代までに自動化される可能性が高い

仕事は米国では38%、英国では30%に

のぼる。最も「危険にさらされている」

仕事は、補助的な事務や銀行窓口など

反復性の高い、一定の手順・ルールに基

づいて行われる仕事であるということ

は周知の事実である。こうした流れに逆

らうのではなく、企業は、機械に仕事を

奪われると考えられる多くのサービス

従事者や製造作業員に対するスキルト

レーニングに資源を振り向け、彼らが新

しく創出が見込まれる仕事をこなせる

よう、備えることを検討すべきである。

人間vs機械
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せるナショナル・ノベル・ジェネレーション・マンス（NaNoGenMo）

のとある回では、コーダーが書いたプログラムによって、約500作

にのぼる小説が生まれた。「私に言わせれば、企業がAIの恩恵を

受けられるかという質問は、企業がインターネットの恩恵を受けら

れるかと聞くようなものだ」と、あるリーダーは話していた。「それ

ほど抜本的なテクノロジーの転換なのである。どのように活用し、

利益を得るかを見出さなければ、廃業に追い込まれる。競争相手

に圧倒されてしまうだろう」

二つ目の構造的変化は需要の変化である。消費者はコンテンツ

の消費やコミュニケーション、さらには商取引のカスタム化・パー

ソナライズ化が進んだ社会への移行を望み、それが産業の転換

を促している。CIS調査ではミレニアル世代の半分以上（55%）

が、AIが作成したおすすめリストに基づいてメディアを選択する

か、あるいは全ての選択をロボットに任せたいと答えた。新たな形

態のデジタル体験に対する需要、デジタルメディアのキュレーショ

ンとアクセスの複雑化、そしてセキュリティと個人情報保護に関す

る懸念への対策を要する今、AIの発達がちょうどよいタイミング

で訪れつつある。

このように考えると、効率性の向上、新しいユーザー体験や商

品の創造、より創造的な作業に打ち込めるようするために仕事か

ら人間を解放し、価値創出を実現するには、AIは戦略的に欠かせ

ない存在であると同時に、絶好の機会でもある。AIは業務プロセ

スからマネタイズ、流通、創造的な仕事まで、あらゆる分野の企業

活動に活用できる。これまでのところ、多くの企業がAIを直視して

いないが、一部には、特定の活動（例えば、事務処理やカスタマー

サービスなど）に焦点を当て試験的活用を始めている企業や、戦

略的に組織全体で取り組んでいる企業もある。しかし、AIを最大

限活用するためには、リーダーは目の前の課題と機会について

もっと真剣に考えることを学ぶ必要がある。

機会を掴む

AIをE&M事業に導入するための最善の道は一つではない。カ

ギを握るのは、AIが仕事を支援し、役に立ち、最適化を図り、向上

させ、時には人間に取って代わることができる側面を理解する

ことである。また、企業が既に取り組んでいることから学ぶこと

も大切である。次に、機会に優先順位を付け、自社のケイパビリ

ティでAIを効果的に導入できるか否かを評価する。そうすること

で、資本を有効活用できる場合もあれば、新たな課題が生じる場

合もある。

現在こうした作業を進めているクライアントからのヒアリングを

参考に、私たちは、AIプロジェクトを評価するためのフレームワー

クを作成した。同フレームワークではAIツールの活用と戦略を二

つの側面から検証している（P.30図表参照）。一つ目（縦軸）は、機

能の主たる目的が既存の業務の最適化なのか、消費者体験にお

けるイノベーションの創造なのかを検討する。二つ目（横軸）は、

活動がヒトとAIの連携を伴うのか、あるいは完全自動化を目指す

のかを検討する。なお、左下は成績が悪く、右上に最も進化してい

る企業が来るという従来の2x2のマトリクスによる前提は必ずし

もここでは成立しないことに注意してほしい。むしろ、そのマトリ

クスのどのマスにおいても、顕著なビジネス上の価値を達成し得

る。中には、複数のマスに該当する活動やイニシアチブを進めて

いる企業もあるだろう。各マスにおける投資の程度は、価値創造

に関する組織の考え方、変化に対する意欲、リスク特性、そして実

行力によって決まる。アリババは毎年11月に中国の「独身の日」向

けプロモーションを展開し、大成功を収めている。同社はこのプロ

モーションで特別割引を提供して顧客を実店舗に誘導するととも

に、オンラインでは新製品を販売している。2017年には24時間の

プロモーション時間中に250億ドル近くを売り上げ、発送した荷物

は約7億7,700万個に達した。

反復作業からの解放

実績のある既製のAIソリューションが存在するため、左下のマス

から始める企業が多い。つまり、人事部門・財務部門などが担う業

務の自動化から始める傾向が強い。多くのメディア企業が、事務

処理業務とテクノロジーの効果的な導入において後れを取ってい

る。よって、AI応用の余地は大きい。イベント業界の大手である
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コンテンツ制作の簡略化

完全自動化

消費者向けの
イノベーション

既存業務の最適化

人間とAIの連携

AIによって生成される音楽
Facebookのタイムライン・ムービー・メーカー
Google Photosの顔認識
Google Photosのムービーアシスタント

反復作業からの解放

カスタマーサービス業務の自動化
与信管理業務の自動化
解約予測エンジン
運用型広告
ニュースレターのキュレーション、作成、配信
コンテンツのタグ付け
コンテンツの編集（例：映画の予告）
AIによって作られたスポーツのハイライト
AIによって作られた映画採点表、音楽集

より優れた、より創造的な決定

営業チームのスピードアップ
映画収益の最大化
コンテンツのライセンス供与の最大化
規制リスクの軽減
コメントのモニタリング・フィルタリング
動画から得られる洞察
ソーシャルメディアから得られる洞察

顧客体験の向上

アスリートのパフォーマンスのモニタリング
（コンテンツの向上）
動画探索（コンテンツの双方向性）
レコメンド機能（映画、テレビ、音楽）
コンテンツのキュレーション（例：Spotifyのプレイリスト）
デジタルアシスタント（例：Alexa）

英国のあるメディア会社は、事務処理の自動化を試験的に進めて

おり、与信管理や顧客獲得などの活動に適用し、マージンの増大

を見込んでいる。

もっとも、こうした取り組みは事務処理に限られたことではな

い。これまで屋外広告業界は、他のメディアバイイングのトレンド

に後れを取ってきたが、日本のある大手広告会社の一部門が、広

告看板など屋外広告のスペース購入用のAIソリューションを開発

した。これにより、同部門はクライアント向けのオンライン入札プ

ロセスの自動化を実現した。

コンテンツの制作を目的とした取り組みもこのマスに該当す

る。AP通信などのニュース配信サービスは現在、ワードスミス

（Wordsmith）などのAIのプラットフォームを使用し、統計を通じ

て野球の試合のダイジェストや、上場企業の決算記事を作成して

いる。ある映画制作会社は、IBMのワトソン（Watson）を活用して

予告編を作成している。映画全編を鑑賞して6分相当の場面を選

択することで、このAIソリューションは、通常であれば10日から30

日かかる作業を24時間もしないうちに行うことができる。メディア

テクノロジーのコンサルタントであるシェリー・パーマー氏は、毎

日発行しているニュースレターを作成するとき、まずは自身で新

しい記事を1件書く。すると、後はアルゴリズムが他の記事を集

約する（strategy＋business、Summer 2017のインタビュー記

事参照）。次にAIが4つのバージョンのニュースレターを生成する。

一つはエンゲージメントの最大化、もう一つはクリック数の最大化

など、それぞれ目的が異なる。そしてプログラムが購読者に関する

データを利用し、4種類のうちどのバージョンを各購読者に配信す

るかを決定する。

より優れた、より創造的な決定

雑誌の編集・発行や映画の配給、広告キャンペーンの計画など

特定の業務プロセスを管理するためのマニュアルや「定石集」が

ある時は、アルゴリズムを開発してそれをより効果的に実践する

ことができる。図表右下のマスに示すとおり、AIがヒトと連携し、

複雑だが反復の多い作業を行うことで、極めて有用な情報を生成

し、かつ時間を節約できる。働き手はそうした情報と時間を利用

し、もっと高度な意思決定が可能になる。

図表 : 創造的知能マトリクス

出所 ： PwC分析

企業がどこに属するかは、対象ユーザー（働き手か消費者か）と、作業を行う上でのAIの役割（完全自動化かヒトとの連携か）によって決まる。
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映画制作会社は、高度な分析とリアルタイムの反応を活用し

て、マーケティング戦略を洗練させる能力を獲得しつつある。新作

映画の初動と口コミの分析を活用しているある映画会社は、AIを

用いたソリューションを使用している。同ソリューションは、有料の

ケーブルテレビやビデオオンデマンドなどの川下市場においてコ

ンテンツを売り込むための提案を行う。映画会社が構築している

新たな「データ工場」は、特定の時間に放送・配信するコンテンツ

の視聴者数を測定するだけでなく、消費者のオンライン体験・行動

を分析し、新たな体験・行動に誘導することにも役立つ。

米国のある大手デジタル会社は、自社の広告営業部のためにAI

を用いたインターフェースを開発している。広告営業担当者がク

ライアントとのミーティングに関する情報を入力すると、誰をター

ゲットにすべきか提案し、過去の広告キャンペーンで生じた課題、

特にどのような広告とどのような種類のキャンペーンが当該クラ

イアントに響くかを示してくれる。

AIが実現できる大きな貢献の一つが、マス向けの商品企画者に

対して、新たに生まれつつある流行を明らかにするという機能で

ある。米国のある広告会社はテクノロジー企業と提携し、ソーシャ

ルメディアを巡回してどのような種類の広告が消費者の心に響く

かについての洞察を示してくれる独自のAIツールを開発した。こ

れによってクリエイティブディレクターやライターは、何が消費者

に響くかの仮説を立ててクリエイティブプロセスに取り組める。

コンテンツ制作の簡略化

消費者向けのイノベーションについて考える時は、「利用者の

仕事」というレンズを通して見ることも有用な手段である。ハー

バード大学のクレイトン・クリステンセンは次のように表現してい

る。「利用者は商品やサービスを単に購入するのではない。利用

者は商品やサービスを“雇って”特定の仕事をさせているのであ

る」。そして、最終消費者であろうが企業であろうが、利用者がAI

を雇って行う仕事の種類は広がっている。

図表の左上のマスでは、AIによって消費者向けのコンテンツ

や素材、サービスの生成が完全に自動化されており、こうした取

り組みはより「実験的」となる。実質、企業は完全にAIの能力に依

存し、魅力的な商品やサービスの創造を行う。多くの場合、創造

的知能が全てAIに置き換えられる。Facebookのアプリである

Momentsには、利用者が自分のタイムラインに掲載している動

画や写真から短いムービーを制作するツールがある。

E&Mにおいては、初期段階のトライアルの多くが音楽に関する

ものだった。AIを用いてポップソングを作曲するというソニーの取

り組みはその一例である。ウェストバージニア州の高校生である

ボビー・バラットは、Linux搭載のノートパソコン上でオープンソー

スソフトウェアを用いて、一週間でコンピューターにラップを教え

た。カニエ・ウェストの6,000にのぼるフレーズで経験を積んだ同

コンピューターは、れっきとしたラップのセリフを生成できる。「最

初は、既存のラップの歌詞にアレンジを加えるだけだったが、今は

一語一語を紡ぎ出して実際に詩を書ける」とバラットは話す。

さらに、機械が優れた広告コンテンツを創造できるか否かのテ

ストを進めている企業もある。マッキャン・ジャパンは、AIのディレ

クターを人間のクリエイティブディレクターと競争させ、クロレッ

ツガムの30秒間のCMを制作させた。日本の人々にCMの著作者

を明かすことなく、どちらのCMの方が優れているかを聞いたとこ

ろ、人間のディレクターによって作成されたコンセプトの方が人気

は高かったが、54%対46%と僅差だった。

その他にも、AIを活用してコメント欄から不要なものを削除し

てオンライン読者のユーザー体験を向上させるという試みもな

されている。多くのニュースサイトやソーシャル・メディア・プラット

フォームにおいて、読者や利用者が投稿する多くのコメントを人

間が監視するというのは難しい。英国のエコノミストなどの出版

社では、GoogleのソフトウェアであるPerspectiveを用いて、AI

によるコメントのフィルタリングを行っている。機械学習能力が備

わったコンピューターは、どのコメントがサイトの基準を満たさな

いかを自身で判断し、削除することができる。

顧客体験の向上

パーソナライズ化とカスタム化を大規模で実現する能力を

映画制作会社は、
高度な分析とリアルタイムの反応を活用して、マーケティング戦略を

洗練させる能力を獲得しつつある。
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有するAIは、消費者に直に接する企業にとって差別化の強力な

ツールになり得る。AIは製品化の精度とスピードを向上し、相互

作用、エンゲージメント、そして取引の可能性を引き上げる。図

表の右上のマスは、企業がどのように人間とコンピューターの強

みを組み合わせて、新しいサービスを創造できるか、そして人々

が新しい方法でコンテンツやブランドを見つけ、それらとつなが

りを持てるようにできるかを例示している。Spotifyのプレイリス

トやFacebookのニュースフィード、ネットフリックス（Netflix）の

オススメ機能などの代表的な例は、まだ始まりに過ぎない（コラム

「ディスカバリーvsフィルタリング」参照）。

あるグローバルテクノロジー企業はスポーツ選手と協力し、セ

ンサーとAIを活用して、選手のパフォーマンスを今までにないレ

ベルで可視化する取り組みを行っている。スポーツ選手は、自身

のパフォーマンス指標をその場で測定することができる。同社は

また、この情報を用いてより豊かで、双方向型のスポーツ観戦体

験をファンに届けている。

ニューヨークのメディアテクノロジーの新興企業である

Tagasaurisは、テレビ番組や映画をショット・特定の場面に分解

し、ストーリーの主な要素（登場人物、テーマ、ロケ地、音楽、プロ

ダクトプレイスメントなど）を文書化するプログラムを開発した。

同社の消費者向けのアプリは、番組内のイベントや人物、番組中

の場面と実世界のロケ地、俳優、ソーシャル・メディア・コンテンツ

をつなげる役割を果たす。こうすることで視聴者は、物語が一話ご

と、シーズンごとに公開されるたびに、ドラマへ深く入り込める。

中国のオンライン小売企業のJD.comは、コンピューターによ

る知覚・認識を研究するためのAIラボを設立した。研究成果は、顔

認識やテキスト・画像の検索に応用される予定である。さらに、最

初は利用者がアパレル商品等を試着できる仮想現実の試着室に

使用されることになっている。

　コンテンツディスカバリーは、メディ

ア消費者がAIの恩恵を受ける代表的な

方法の一つである。オンラインコンテン

ツが急激に増大する中、人々はアルゴ

リズムを利用して、Spoti fyやNetf l ix、

A m a z o nなどお気に入りのプラット

フォーム上でカスタマイズされたおす

すめリストを取得している。しかし、ディ

スカバリーとキュレーションをより効果

的に機能させるには、業界は2つの課題

に対処しなければならない。

　一つ目は、消費者はさまざまなプ

ラットフォームでコンテンツを探して

アクセスする傾向にあるにもかかわら

ず、AmazonやHBO、Netf l ix、Hulu、

iTunesなど複数のプラットフォームにま

たがって検索・ディスカバリーが行える

ツールを開発した会社はほとんどない。

2016年にGoogleの元幹部が立ち上げ

たMightyTVが、消費者がそうした検索

をできるようにすることを目指したが、

2017年3月にSpotifyにより買収される

と、間もなく解散した。

　二つ目は、コンテンツディスカバリー

が消費性向に基づくアルゴリズムに左

右されるようになる中、私たちの「個人

化」された世界がより狭くなり、入り込

むことが難しくなっているという課題で

ある。多くの場合、消費者は自身が気に

入る可能性が高いものに囲まれやすく

なっている。その結果、消費者は、あらか

じめ決まった安全地帯の外にある新た

な種類のコンテンツやパースペクティブ

を見つけにくくなっている。利用履歴に

基づいてオススメを行う方法は洗練さ

れてきたため、AIの進化に向けた次の

ステップは、こうしたフィルターを通り抜

け、ディスカバリーの幅を広げる方法を

見出すことになるだろう。

ディスカバリー vs
フィルタリング
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AIの活用計画を立てる

AIが活用される領域は流動的である。このマトリクスのマスの

活動の全てに取り組んでいるということも十分あり得る。現在使

用しているスマートフォン上のアプリが仕事用の人もいれば、遊

びのためという人、両方の目的を果たすためという人もいる。同じ

ことがAIにも当てはまる。P.30の図表は、AIの試験的取り組みを

立ち上げるに当たりどの領域が最適か、狩り取りやすい果実はど

こにあるか、さしあたってAIを活用するために必要なものを理解

するのに役立つはずである。準備段階で大切なのは、自分が扱う

AIテクノロジーの成熟度について一定の理解をしておくことだ。

チャットボットやニュースレターの自動生成を一方とし、自動運転

車を他方とした場合、その間には大きな違いが存在する（コラム

「AIの成熟度曲線」参照）。

自分の会社の現在の計画または試験的取り組みがマトリクスの

どこに位置するかについてある程度理解しておけば、事業戦略を

どのように準備し、対処する必要があるかを特定しやすくなる。

戦略の構築

これまでに挙げたさまざまな例が示すとおり、ついにE&M業界

がAIを活用する準備が整った。仮にあなたがE&M企業の幹部で

あれば、良いニュースは、先述の要素の多くが既に手の届くとこ

ろにあるという点である。それ以外の要素は、多額の投資と思い

切った賭けを要する。先述のマトリクスのいずれのマスにおいて

も、最初の一歩を踏み出すには対象を絞った投資を必要とする

他、働き方と、その仕事の段取りにおいて根本的な変化が求めら

れる。E&M企業は反復が多く、一定のルールに沿った大量の作業

をこなすための伝統的な組織構造と考え方から脱却しなければな

らない。

主力の人材と連携して働かせるのか、特定の作業と機能の全て

を引き継がせるのかを問わず、AIのビジネスへの応用は不可欠で

ある。AIを生み出した時と同様の IT革命の下、AIを活用する必要

性は高まっている。多くの企業が新しい市場へ進出する中、組織

の複雑化が進み、かつてない長さのサプライチェーンへの対処、

さまざまな規制や制度への対応を迫られている。企業が生成・収

集している非構造化データの量は飛躍的に増えている。個々のツ

イート、取引、ソーシャルメディアへの投稿、動画の視聴ーこれ

らの行動全てが、管理が必要な有効活用できるデータを生み出

す。消費者ならびに提携先、従業員と企業とのつながりも同じく拡

大し、強化された。Excelをどれだけ使いこなせたとしても、私た

ちのシステムが日々生成する膨大な量のデータ、コメント、意見、

購入情報、各種のシグナルを管理し、理解できると期待することは

できないだろう。

自分の会社がマトリクスのどこに位置するかを
ある程度理解しておけば、

事業戦略上どのように対処する必要があるかを特定しやすくなる。

　本誌P.18「AIの戦略的活用に向け

て」では、AIの成熟度曲線を構成する

3つのステージを示している。最初の

ステージ「支援知能」では、人間が全て

の意思決定を行うが、人が行う一定の

ルールに沿った作業にかかるコストを

AIが減らしてくれる。例えば、Google 

Gmailの自動並び替えタブがこれに該

当する。次のステージは「拡張知能」で

ある。このステージでは、ヒトとAIが協調

し、自己学習が意思決定の改善をもた

らす。例えば、過去の行動やユーザーの

口コミに基づくNetfl ixのオススメ機能

がこれに該当する。三つ目のステージは

「自律知能」で、このステージではヒト

がルールを設定し、AIが意思決定を行

う。人間の関与や監督はかなり限定的

だ。アルゴリズムを使った株取引がこれ

に該当する。

AIの成熟度曲線



34 S t r a t e g y &  F o r e s i g h t  Vo l .1 5   2 018  S p r i n g

単なるツールではない

AIはITではない。AIは単なるツールや機能ではなく、むしろ戦

略の一要素に進化しつつある。よってリーダーや役員は、AIが果

たす戦略的役割を定義しなければならない。また、直接・間接を問

わず、競争相手の戦略にAIがどのように関わっているかも理解す

る必要がある。その上で、株主価値や企業価値に変換できる効果

をAIが最大限発揮できる領域がどこなのかを自らに問わなけれ

ばならない。主な目的は、コスト削減や収益性の管理なのか？ そ

れとも、新しい収益の成長源の確保や、新たな顧客のエンゲージ

メントを創造することなのかを問う必要がある。

これらの問いに答える一方で、リーダーはAIを利用するための

最初のステップを決定しなければならない。E&M業界ではリー

ダーの大半が、AIについて話したり、実際にAIを使用する環境を

経験していない。大半の直属の部下についても同様だ。AIを巡る

過大な宣伝もしくは恐怖に打ち勝つために、リーダーは、AIの可

能性について自分自身とパートナーを教育しなければならない。

クリエイティブな分野の担当者には特に教育が必要である。AIの

組織への導入は、多くの人が考えているよりも遥かに速いペース

で実現するため、迅速に動く必要がある。ある企業の幹部が語っ

たように、AIは今や、企業のインフラとして機能するソフトウェア

群の一部である。

E&M会社がAIの導入に成功するために必要なケイパビリティ

は、「データ能力」と「組織能力」の2つに大別できる（コラム「成功

に欠かせない要素のチェックリスト」参照）。AIはその根底では、

膨大な量のデータを回収し、管理し、抽出し、分析し、そして守るの

に、ヒトと機械の能力に依存する。企業はデータサイエンティスト

やコンピューターサイエンティストを取り込む必要がある。これら

の専門家を獲得した後は、今日の競争環境を乗り越えるために、

それらの人材を定着させ、権限を与えなければならない。企業は、

PwCのトッド・サプリーが言うところの「データ工場」、つまり独自

の情報源や第三者の情報源、公共部門が生成した情報源、そして

提携先が生成した情報源からのデータを組み合わせ、価値を引

き出せるシステムの構築に投資をしなければならない。一方で、

データガバナンス機能を確立させる他、透明性や個人情報に関す

る基準や規制に注意を払わなければならない。私たちのCIS調査

では回答者の47%が、コスト削減効果があるとしても、自身のオ

ンライン上でのエンターテインメント、メディア消費行動のトラッ

キングを認めることに消極的であると答えている。

人的要素

AIの導入においては、人材を重視する姿勢が極めて大切であ

る。これは、AIに内在する機会と、その機会を活用できる技能を持

つ人材の数とのギャップが大きいからだ。これは、企業が文化の転

換を図らなければならないことを意味する。CEOやリーダーが

• 「データ工場」を設け、AIプロジェクトに「栄養」と「体力」を付けさせる。

• AIをチームの新たな一員として位置づけることで生産性を向上させ、競合の先を行く。

• AIをビジネスに応用し、その戦術を主導する者を育成して権限を与える正しい環境を創造する。

• 人材への投資を増やす。AIがヒトの技能を向上させ、情報量とクリエイティブな知見を高める可能性があることを周知する。

• AIへの関心を高め、AI導入を促進するために、企業全体で啓蒙や教育に取り組む。

成功に欠かせない要素のチェックリスト
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テクノロジーの言語にもっと精通すればよいという単純な問題で

はない。むしろ、会社の従業員との関わり方を見直す必要がある

かもしれない。

シェリー・パーマー氏が言うように、AIは、組織の生産性の向上

に資する新しい従業員である。リーダーはこの新入社員（および

その新入社員と協力して働く人）に、既存のプロセスと行動を破

壊するよう積極的に促さなければならない。企業は自らとその職

場環境を、AIとともに働く人にとって、より開かれた魅力的なもの

に変える必要がある。柔軟で魅力的な職場を若い従業員にアピー

ルしなければならないという一般的な必要性に加えて、企業は

日々の業務から隔離された、実験のための自由が確保されたプロ

ジェクトを創造してもいいだろう。

逆説的ではあるが、AIの出現に伴って、企業は人的要素への投

資を増やさなければならなくなる。自動化と機械学習によって、

人間は単純な反復作業から解放される。しかし同時に、価値を生

み出さなければならないという新たな圧力にさらされる。従業員

は関係構築や競争環境の理解、次世代のイノベーション、社内外

でのエンゲージメントの創造にもっと時間を費やせるようになる。

「AIが一定の水準に達すれば、広告会社にみられる怠慢と平凡な

コンテンツを大量に排除できると私は考えている」と、広告会社

のVMLのジョン・クックCEOは語る。「AIが生成するコンテンツよ

りも遥かに優れたものを生み出さなければならない。AIによって、

私たち全員が成長を迫られている」

AIはあなたのビジネスを破壊しに登場するわけではない。だ

が、あなたのビジネスを混乱から救うために存在するわけでもな

い。むしろ、E&M業界とその業界内で働く人々の進化における極

めて重要な瞬間が到来したといえる。AIは正しく関われば、企業

の中でも、成長にとって最も重要な核心部分に再び活気を与える

きっかけになり得る。AIは、人間により大きな価値を生み出す余地

を与える。創造力を発揮し、判断を下し、そして管理プロセスでは

なくワークフローそのものに考えを向ける余裕をもたらす。適切

に理解して管理すれば、標準化と創造性は必ずしも対立しない。ソ

ニーのAIが作曲したポップソングのように、標準化と創造性は調

和を生む可能性を秘めている。

“AI Is Already Entertaining You” by Deborah Bothun, Dabid 
Lancefield, strategy+business, Issue 87, Summer 2017
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プロジェクト事例
のご紹介

Fit for Growthを導入したクライアント実例：
S&P Globalにおける企業変革
年商60億ドルのメディア・情報サービス事業者S&P Global（旧McGraw-Hill Companies）は、金

融情報とアナリティクスというコア・ケイパビリティに集中して利益率向上と成長を実現するため、教

育事業を会社分割してオペレーティングモデルを改革し、企業価値を230億ドル増大させました。

2011年初頭のMcGraw-Hill Companiesは多様なブランドを持つコングロマリットでしたが、100

年の歴史を持つ傘下の教育事業McGraw-Hill Educationは経営戦略や顧客層が同社と異なり、

ジャック・キャラハンCFOは「二つの事業を一つの会社で行うのは合理的か？」と疑問視していまし

た。世界金融危機の余波と規制強化の影響も重なり、McGraw-Hill Companiesは戦略的分岐点に

直面していました。

2011年9月、同社はコアの金融情報事業から教育事業を分離し、より競争力の高いインフラとケイパビ

リティ、1億ドル以上低いコスト構造を持つ2つの会社を設立する意図を公表しました。

同社がいかに経営資源を最適化し、Strategy&はどのように支援したのか？詳細は「Fit for Growth」

Webサイトをご覧下さい。

https://www.strategyand.pwc.com/jp/fit-for-growth/details/spjapan

Media highlights

経営課題に関する
ご相談はこちらまで info.japan@strategyand.jp.pwc.com
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